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  2008年７月

「消防の広域化問題」   
  学習・討議冊子発行にあたって

　政府は、消防組織法を2006年６月14日に改正しました。この改正で、消防組
織法に新たに第４章（市町村の消防の広域化）を設け、消防庁長官が「基本指
針」を定め、消防の広域化を推進することとされました。
総務省消防庁は、自らのホームページ上で広域化についてのＱ＆Ａ「なぜ広域化
を推進する必要があるのか。小規模な消防本部ではいけないのか。」という設問
に対して、「市町村の消防の広域化により、行財政上の様々なスケールメリット
を実現することが極めて有効です。」とし、「広域化によって、『住民サービスの
向上』『消防体制の効率化』『消防体制の基盤の強化』が期待されます。」として
います。
　これまで、自治労連と消防職員ネットワーク（ＦＦＮ）は共同して、「住民の
生命・身体・財産の安全を守る」ための消防力の強化・充実と厳しい階級制度の
職場を改善し、人間として平等に扱われる消防職場の民主化促進を一体のものと
してとらえて活動してきました。
　昨年10月19日に、行政改革推進本部専門調査会が、行革大臣に提出した「公
務員の労働基本権のあり方について」の最終報告では、公務員労働者の労働基本
権付与について、改革の必要性及び方向性を認めながら、労働協約締結権につい
ては一定の条件付付与、争議権については賛否の両論併記となっています。
　しかしながら、消防職員の団結権については、「賛否の両論併記」となりまし
た。政府、総務省の態度は一貫して「職員団体を結成することは職場規律を乱
す」との主張を変えていません。団結権を付与しないことでＩＬＯから名指しで
批判されているにもかかわらず、日本政府は1995年に発足した「消防職員委員
会」で事足れりとしています。
　今回の「消防の広域化推進計画」を学習し論議していく上で重要な点は、政府
も国会で明確に答弁しているように「広域化」の推進は、市町村の自主的判断で
行い「住民の安全」と「自治体消防」が基本ということです。
　この小冊子は、政府・消防庁が宣伝する「広域化のメリット」について「基本
指針」の主張に基づいて検証し、「住民の生命・身体・財産の安全を守るための
消防力はどうあるべきか」をひろく消防職場、自治体職場だけでなく現実の地域
での消防を支えている消防団や地方議員のみなさんとも一緒に学習し、討論する
ための素材として発行しました。
　「平成の大合併」によるほころびが全国各地で起こり、住民の暮らしを守れな
い、財政的に立ち行かないという悲鳴が全国津々浦々で聞こえてくると同時に、
なんとかして住民のいのちと地域を守ろうという動きも始まっています。この冊
子が多くのみなさんに活用されることをこころより願っています。
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1 消防の広域化で市民の生命・
身体・財産を火災等の災害
から守れるでしょうか

消防組織法のなにを   
「改正」したか
　政府は、消防組織法を平成18年６月14日に
「改正」しました。この「改正」によって、消防
組織法は新たに第４章（市町村の消防の広域化）
を設け消防の広域化を進めることを規定しまし
た。
　この法「改正」によって、消防の広域化を行う
ために、まず、消防庁長官は「消防広域化基本指
針」

1

を定めることとしました。この指針には、「自
主的な市町村の消防の広域化に関する基本的な事
項」および「自主的な市町村の消防の広域化を推
進する期間」等が定められています。そして、こ
の指針では、①「消防本部の規模が大きいほど災
害への対応能力が強化され、組織管理及び財政管
理等の観点から望ましい」とし、②「管轄人口の
観点から言えばおおむね30万人以上の規模」を
目標として、③平成19年度中に都道府県が推進
計画を策定し、策定後5年以内（平成24年まで）
をめどに広域化を実現することとしています。
　各都道府県は、平成19年度中に「消防広域化

推進計画」を作成させ、その中で①「広域化対象
市町村の組合せ」、②広域化推進のための都道府
県が関与する必要な措置、③広域化後の消防体制
の整備、関係市町村間の調整等の「広域化後の消
防の円滑な運営に関する基本的な事項」等を定め
ています

2

。
　そして、広域化対象市町村は、市町村の消防の
広域化を行おうとする場合、広域後の運営を確保
するための「広域化運営計画」を作成し、平成
24年度末までをめどに、各市町村議会の議決を
経て広域化を実現することとしています。

国会における議論
　消防広域化に関する消防組織法改正についての
主な議論

3

は次のとおりです。
１ 　国の基本計画に基づき都道府県が推進計画を
つくる手法は、都道府県を国と市長村の間にお
いて、市町村合併を強引に進めた手法と同じで
はないか。

２ 　「市町村長の消防責任」を果たすため、国の
財政措置が必要なのに、やみくもに広域化して

　政府は、「消防を広域化することによって、行財政上の様々なスケールメリットが実
現し、極めて有効」としています。広域化のため改正した消防組織法と消防の広域化の
スケジュールを見てみましょう。

１．平成18年７月12日消防庁告示第33号 ２．資料編P.40参照
３．（平成18年6月1日　衆議院総務委員会　吉井英勝議員）
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も消防力の向上にはつながらない。
３ 　人口10万人と人口30万人規模では、「消防力
の整備指針」の読み方によって、消防ポンプ自
動車９台から６台に減少させることとなる。ス
ケールメリットとは、住民の安全ではなく、消
防力の低下、若しくは低いレベルの消防力の固
定となりかねない。

４．資料１「消防組織法の一部を改正する法律案に対する附帯決
議（平成18年4月11日　参議院総務委員会）」並びに「消防
組織法の一部を改正する法律案に対する附帯決議（平成18年
6月1日衆議院総務委員会）参照

両院の付帯決議
　消防の広域化に関する消防組織法改正に対し
て、衆議院および参議院から「市町村の自主性を
損なわないようにすること」並びに「現職の消防
職員等に情報を開示し、その意見の反映が図られ
るように指導すること」等の付帯決議

4

がなされて
います。

消防の広域化スケジュール
期　　間 項　　　　目

平成19年度中 都道府県による「消防広域化推進計画」の策定

平成20年度から 広域化に関する協議会の設置 1

　・関係市町村の協議による規約の策定
　・関係市町村議会の議決
　　（協議会参加・不参加は市町村の自主的判断）
　　（協議会に参加したとしても、「消防の広域化」参加決定とはならない）
　・都道府県知事への届出

広域化に関する協議
　・広域化した場合、消防力の強化となるか等を検討

広域消防運営計画の検討・作成 2

規約の検討・作成 3

　・一部事務組合規約
　・事務委託規約
　・広域連合規約

平成24年度末 市町村議会の議決 4

　・最終的に参加する場合のみ議決、否決は不参加

平成25年度 「消防広域化」の実現

１　地方自治法第252条の２
２　消防組織法第34条第１項
３　一部事務組合（地方自治法第284条第２項）、事務委託（地方自治法第284条の14項１項）、広域連合（地方自治法第284条第３項）
４　一部事務組合（地方自治法第290条）、事務委託（地方自治法第252条の２第３項）、広域連合（地方自治法第291条の11）
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住民を火災等の災害から
守るには〝２つの視点〟が
あります２

　消防の広域化を考える基本は、「住民の安全」と「自治体消防」です。

日本の消防は自治体消防
　消防組織法は、日本国憲法制定直後の昭和22
年につくられました。明治憲法下の消防は、警察
組織の一部を成し、「国家消防」として存在しま
した。しかし、日本国憲法下において、民主化と
地方分権の趣旨に従い、「市町村」管理

５

となりま
した。
　そして、消防組織法第36条には、「市町村の消
防は、消防庁長官又は都道府県知事の運営管理又
は行政管理に服すことはない」と明快に自治体消
防の原則を宣言しています。そして、自治体消防
に関与できる国の形態としては、「消防庁長官は、
必要に応じ、消防に関する事項について都道府県
又は市町村に対して助言を与え、勧告し、又は指
導を行うことができる」

６

と、極めて限定的なもの
になっています。都道府県知事の関与もまた、消
防庁長官の行う趣旨の範囲内の勧告、指導および
助言に限定されています。

消防の広域化は、市町村
の自主的判断
　消防の広域化について「質問主意書

７

」が国会に
提出され、市町村が広域化を判断するための注目
すべき事項が政府によって回答されています。

５．「市町村は、当該市町村の区域における消防を十分に果たす
べき責任を有する」（消防組織法第６条）、「市町村の消防は、
条例に従い、市町村長がこれを管理する」（消防組織法第７条）

６．消防組織法第37条
７．市町村消防の広域化に関する質問主意書（衆議院議員・佐々
木憲昭　７年11月16日）資料編４ P.30‒31参照

質問主意書（抜粋）
　① 　このたびの広域化推進を図る「広域化
指針」や「推進計画」は市町村が「参
考」にするものという前掲の政府（消防
庁長官）答弁に照らせば、市町村がそれ
に「服する」ことを求められるものでは
ないと理解されるが、どうか。見解を示
されたい。

　② 　もし、「服する」ことを求めるとすれ
ば、その根拠は何か。具体的に示された
い。

　③ 　「広域化指針」や「推進計画」は、上
記消防組織法第37条、38条の効力を有す
るものか。有するならば、「助言」「勧告」
「指導」のいずれにあたるのか。
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８．高齢者の医療の確保に関する法律第四十八条   
　市町村は、後期高齢者医療の事務（保険料の徴収の事務およ
び被保険者の便益の増進に寄与するものとして政令で定める事
務を除く。）を処理するため、都道府県の区域ごとに当該区域
内のすべての市町村が加入する広域連合（以下「後期高齢者医

療広域連合」という。）を設けるものとする。
９．地方自治法第３章第３節各条参照
10．衆議院予算員会第２分科会（平成20年２月27日　佐々木
憲昭質疑）資料編６ P.33参照

政府回答（抜粋）
① 　市町村は、基本計画及び推進計画に拘束
されるものでない。
② 　消防の広域化は「助言、勧告又は指導」
として行われるものではない。
③ 　消防の広域化は、「市町村の自主的な判
断で行われるものである」
④ 　市町村が消防の広域化を行わなかったと
しても、不利益な扱いを受けることがな
い。

　この質問主意にもとづく政府の回答からも「消
防の広域化」は市町村の自主的な判断で、決定す
ることが確認されています。この「市町村の自主
的な判断」は、今後、市町村で本格的な議論が開
始されていくなかで、重要な意義をもっています。

　後期高齢者医療事務
8

を実施する広域連合
9

は法規
定であり、参加・不参加の意思決定を都道府県お
よび市町村が判断することができません。しかし、
「消防の広域化」のための「広域連合」は、これ
とは違って市町村の自主的判断で行うものです。

　消防の広域化について、市町村が自主的に判断
するため、何を検討するのかについての基本方向
を示す国会質疑で、荒木消防庁長官は、「各市町
村におきましては、みずからの地域の今後の消防
防災体制の在り方について検討を行い、消防の広
域化を行うという判断に至った場合には、関係市
町村の協議によりまして広域消防運営計画を作成
し広域化を行うもの……」

10

と答弁しています。す
なわち、市町村は住民の安全を守るため市民と共
に、みずからの地域の消防を総点検し、今後の消
防体制の在り方についての検討を行い判断するこ
とが、必要となってきます。
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　「マッチ１本火事のもと」と言われるように、
最初は小さな火が拡大して火災

11

になります。

　市街地の木造２階建て民家から出火した場合、
被害の拡大と時間の経過は次のとおりです。
　フラッシュオーバ現象＝火災の初期の段階にお
いて、室内の一部が燃焼すると、その室内は高温
となり、まだ燃焼していない壁や家具から、大量
の可燃ガスが発生し室内に充満します。この状況
で窓ガラス等が破壊され、酸素が供給されると、
この可燃性ガスに引火して爆発的燃焼が発生し、
建物全体に急激に燃焼が拡大する現象を言いま
す。フラッシュオーバが発生するのは、市街地に
おける一般的な民家において６分から８分です。
　隣接２方面への延焼＝建物間の距離は、一定で
はありませんが市街地の場合、隣接２方面への延
焼は、火災発生からおおむね８分で開始します。
　隣接４方面への延焼＝同様に、隣接４方面に延
焼するには、おおむね11分で開始します

12

。
　ここで、大切なことは、火災による被害を軽減
するために、短時間で必要な消防自動車を集結さ
せ消防活動を開始することです。

３ 火災から生命・身体・財産
を守るのは時間との勝負

　そもそも火災による被害拡大の基本的なメカニズムと、火災に対応する消防の基本原
理とはなにか。

11．「火災」とは、人の意図に反して発生し若しくは拡大し、又は放火
により発生して消火の必要がある燃焼現象であって、これを消火す
るために消火施設又は同程度の効果のあるものの利用を必要とする
もの、又は人の意図に反して発生し若しくは拡大した爆発現象をい
う。（火災報告取扱要領　消防庁長官通知（平成６年４月改正））

12．資料２　衆議院予算員会第２分科会佐々木憲昭議員質疑（平成
20年２月27日）参照

13．消防の任務「消防は、その施設及び人員を活用して、国民の生
命、身体及び財産を火災から保護するとともに、水火災又は地震等
の災害を防除し、及びこれらの災害による被害を軽減することを任
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務とする」（消防組織法第１条）
14．消防力の整備指針（平成12年１月20日　消防庁告示第１号）
15．「消防力の整備指針・消防水利の基準」（消防力の整備指針研究
会編集　ぎょうせい　37ｐ参照）

16．道路交通法によって、火災現場に出動する消防自動車は緊急走

行が規定されている。しかし、赤信号では停車し安全を２重に確認
して交差点を通過し、現実に一般車両が緊急自動車に道を譲ること
とならないため、緊急自動車の走行は23～30㎞ /ｈとなる。

17．「消防力の整備指針第２９条」（平成12年１月20日　消防庁告示
第1号）

日本の消防は、   
6.5分で消火開始の体制
　火災による損害程度は、総務省消防庁の「火災
報告取扱要領」によって、「全焼」、「半焼」、「部
分焼」および「小火（ぼや）」に分類されていま
す。不幸にも住宅が火災に遭遇した場合、「全焼」
と「半焼」は建て直します。しかし、「部分焼」
と「小火」では、損焼を受けた部分を補修して使
用しています。「部分焼」は、建物全体の20％以
下の焼損程度です。一般的に火災が発生して部分
焼に至る時間はおおむね6.5分です。
　消防の任務は「火災等の災害による被害を軽減
する」こととなっています

13

。従って、火災による
被害の軽減を目指す日本の消防は、市街地におい
て6.5分以内で消火活動が開始できるように消防
署所の配置を規定しています

14

。

　火災発生から放水開始までに、次の手順を踏み
ます。

　消防隊が火災現場に到着して水
※脚注

利部署し、ホー
スを延長して放水を開始するまでに必要とする時
間は平均２分です

15

。そこで、消防隊が6.5分以内
に消防開始の体制をとるための限界緊急走行時間
は4.5分となります。そのため、市街地において、
消防署から任意の火災現場まで緊急走行

16

して、到
着する距離は２㎞以内となります。これらを根拠
として「消防力の整備指針」では市街地における

※脚注　 水利とは、消防隊が放水に必要な消火栓、防火水槽等を
いい、消防自動車がこれから水を給水する体制を確立す
ることを水利部署という。

消防署所の配置は、おおむね2.8㎞ごとに設置さ
れる規定となっています。また、１消防自動車か
ら同時に２線のホースを延長し、逃げ遅れた人の
救助活動を実施するため、または２方面の延焼を
防止するために、１消防自動車に搭乗する消防隊
員数を５名と規定しています

17

。

　「消防の広域化」を検討するためには、「消防力
の整備指針」が、その根拠としている消防自動車
が火災等の災害現場に到着する時間と消防署所と
の距離を考慮することが必要です。

火
災
発
生

　

⇩
通　
　

報

　

⇩
覚　
　

知

　

⇩
出　
　

動

　

⇩
現
場
到
着
・
水
利
部
署

　

⇩
放
水
開
始

6.5分

※　消防署から任意の距離にある火災現場までの消防自動車の
走行距離は約２kmです。しかし、道路は直線ではないために、
ｘ方向とｙ方向にベクトルでまとめると上の図のようになり、
したがって、消防署所間の距離は2.8kmになります。

１km

１km

１km

１km

1.4 km

1.4 km

消防署所

火災現場

消防署所
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政府の主張１ 広域化によって期待できるメリット

１．住民サービスの向上

（総務省消防庁　消防広域化推進本部　平成20年２月
「市町村の消防の広域化　強くなる地域の消防力　」推進関係資料　p３抜粋）

18．「消防力の整備指針」29条において、１消防自動車の搭乗
員数を原則５名と定め、１消防自動車から同時に２ルートのホ
ースを延長し、２口の放水実施を定めている。
　　なお、各地の消防本部において、２両の消防自動車に２また
は３名の隊員が搭乗し、火災現場で５名となる、まやかしの

「ペア―出動」としている。ペアー出動とは、「消防力の整備指
針」第29条第１項の定めによる５名乗車および４名乗車の消
防自動車が一定の条件下で連携して消火活動等を実施するもの
をいう。

①　初期の消防力、増援体制の充実

②　現場到着時間の短縮
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消防力は、国の定めた   
「整備指針」の25％も不足
　全国の消防職員は、国の定めた「消防力の整備
指針」に対して75%の充足率にすぎません。その
ため、多くの消防本部では火災が発生した場合、
１消防自動車に２人から３人しか搭乗できないの
が実情です。２人から３人の出動では、火災現場
において消防の基準が定める１消防自動車から２
線のホースを延長

18

して放水が実施できません。

 例）�　５人配置の消防分署で、消防自動
車と救急自動車を管理しているが、
救急隊は３名で出動している間に、
火災があれば２名の消防隊で出動す
る。（鈴鹿市）

 例） 　４名配置の消防分署で、消防自動
車と救急自動車を管理している。救
急出動があれば火災が発生しても、
残された隊員１人では消防自動車を
出動させることができない。（新城
市）

消防職員不足の原因
　消防職員が75%である原因について、政府は
「各市町村における厳しい財政状況や行政改革に
基づく定数管理等により、大幅な職員の増加を図
ることが困難なことによる

19

」と答弁しています。
　消防職員不足の原因は「政府の総定員削減政策
にある」ことを政府自ら認めているものです。
　また、消防職員に対する国の普通交付税は、人
口10万人あたり119人と算定していることにも原
因があります。消防職員の算定基準を「消防力の
整備指針」とは別に、低いレベルで普通交付税の
算定基準を設けているところに問題があります。

到着時間を無視して消防車を   
集結させても被害軽減できない
　政府は、こうした基準に満たない現状を改善す
るものでなく、火災による必要な消防力を投入す
るためには消防の広域化が必要としています。こ
れは、火災の被害を軽減するための「時間」との
関連を横に置き、遠方から消防自動車を集結させ
ようとするものです。しかし、火災発生から20
分や30分後にサイレンを鳴らして駆けつけても、
被害の軽減には役に立ちません。必要なことは地
域の消防力の充実です。

例）　愛知県蒲郡市議会
　質問 　「仮に三谷（みや）地域で火災

が発生し、広域化によって豊橋か
ら消防自動車が来る場合、三谷に
最短距離にある前芝（まえしば）
の出張所から緊急走行で20分前
後、豊橋中消防署からは30分は
かかると認識していますが、この
認識でよろしいでしょうか。」（日
恵野議員）

　答弁 　「交通事情ということもありま
すが、概ねそのとおりでございま
す」

20

（宮瀬消防長）

　政府は、広域化することによって消防署所の配
置や管轄区域の適正化が可能としています。しか
し、愛知県を例に上げると、消防署所は「消防力
の整備指針」から18署所も不足しています

21

。消
防署所の不足は、消防の広域化によって解消する
ことにはなりません。

19．衆議院予算委員会第２分科会（平成20年２月27日、佐々
木憲昭議員質問に対する答弁）

20．平成20年３月７日愛知県蒲郡市３月議会
21．消防年表　平成19年版　愛知県

検　　証
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効率化によって期待できるメリット

本部要員はどうなるか
　政府のイメージ図では、消防自動車と救急自動
車の双方を５人の警防要員で運用しているもの
を、広域化することにより７人、1.4倍もの警防

要員を増強することが可能としています。その根
拠として、複数の消防本部が広域化により１つの
消防本部となれば、「本部要員」を大幅に削減す
ることが可能で、その人員を警防要員とすること
が可能としています。
　そこで、本部要員と警防要員の関連を人口30

政府の主張２

検　　証

２．人員配備の効率化と充実

①　現場要員の増強

②　予防業務・救急業務の高度化・専門化

（総務省消防庁　消防広域化推進本部　平成20年２月
「市町村の消防の広域化　強くなる地域の消防力　」推進関係資料　p３抜粋）
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万人以上の消防本部の事態を愛知県で見てみま
す。
人口30万人以上の消防本部における本部要員等� 表１

消防本部名 管内人口
（人）

消防職員
（人）

本部要員
（人）

本部要員/
消防職員（％）

名古屋市 2,215,031 2,335 399 17.0
豊橋市 372,471 326 70 21.5
岡崎市 356,707 338 58 17.2
一宮市 371,446 365 55 15.1
豊田市 412,131 427 72 16.9
合　計 3,791 654 17.3

消防年表　平成19年版　愛知県

　表１から、人口30万人以上の消防本部の本部
要員は、消防職員の平均比で17.3%です。しかし、
人口30万人未満の消防本部の本部要員の平均比
は、11.8％となっています。これは、人口30万人
以上の広域化を進めると、政府の主張に反して、
本部要員が増加するのが実態です。その理由は、
消防署所の消防事務を統一的に実施させるには、
企画部門を充実させ本部機能を充実させることが
必要なためです。

広域化で警防要員は減少
している
　すでに広域化を実施した消防本部においては、
警防要員が充実するどころか減員されていること
が実態です。愛知県の衣浦東部消防本部と一宮消
防本部でみてみます。

広域化消防本部の実態

消防本部名 広域化前 広域化後

衣浦東部消防局

安城市、刈谷市、碧南
市、知立市および高浜
市の各消防本部の合計
職員数＝412人

22

�

402人
23

一宮消防本部
一宮、尾西および木曽
川の各消防本部の警防
要員300人

24
287人

25

　表から、広域化によって、消防職員と警防要員
が減員していることが実態です。

広域化で、警防要員が増強
にならない理由 ❶
広域化によって新たに本部要員の事務となるもの
１　広域議会に関すること
２　広域条例に関すること
３　予算の編成および執行調整に関すること
４　 請願、陳情、苦情および要望等の受付・処
理に関すること

５　公用自動車の安全運転管理に関すること
６　職員の供与に関すること
７　職員の福利厚生および健康管理に関すること
８　 行政不服審査法その他の法令に基づく不服
申し立ておよび総括調整に関すること

　広域化によって消防が市町村とは別の「地方公
共団体」となれば、これらの事務が新たな広域消
防の所掌事務となり、消防事務が増加することに
なります。そのため、これらの事務を処理する本
部要員が新たに必要となります。

広域化で、警防要員が増強
にならない理由 ❷
消防の広域化によって新たに市役所の所掌事務となるもの

１　消防団に関すること
２　水防に関すること
３　防災教育の普及啓発に関すること
４　自主防災会等の指導および育成に関すること
５　防災無線に関すること
６　医療機関との連絡調整に関すること

　消防団事務および防災関連事務は、広域化後の
消防本部の事務となりません。そのため、広域化す
ることによって、新たに市役所等の所掌事務が増え
ることになり、その人員確保が必要となります。総
定員削減の下で、これまで消防で実施していた人員
を減員して、市役所に増員しているのが実態です。
　消防の広域化は、警防要員増強どころか、消防
職員の減員の危険があります。

22．平成12年愛知県消防学校校友会名簿
23．平成17年愛知県消防年表
24．消防庁消防広域化推進本部
25．消防庁消防広域化推進本部
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消防体制の基盤の強化政府の主張３

①　高度な消防設備、施設の整備

②　適切な人事ローテーションによる組織の活性化

（総務省消防庁　消防広域化推進本部　平成20年２月
「市町村の消防の広域化　強くなる地域の消防力　」推進関係資料　p４抜粋）
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　政府は、消防の広域化を実施することによっ
て、財政規模が拡大し、はしご自動車、特殊車や
ヘリコプターの整備までも増強整備可能としてい
ます。しかしその実態はどうなるでしょうか？

広域化で消防力は   
ダウンする危険も
　消防力の整備指針では消防力の基準を、人口
30万人以上とそれ未満とに大別しています。仮
に、市街地の人口５万人規模の自治体を例にとれ
ば、「基準」では４台の消防自動車の保有が必要

26

なところ、１台不足の３台の消防自動車を保有し
ている近隣の６自治体が広域化により新たな消防
本部を結成したとたん、人口30万人以上の消防
本部となるため、14台の消防自動車で基準を満
たすことになります。
　すなわち、本来１台不足×６消防署＝６台不足
していたものが逆に、
　３台保有×６消防署－14台＝４台も基準を超
えることになり、現状からさらに減らされる危険
さえも生まれます。

広域化で起こる「人事   
ローテーション」の弊害
　政府は、小規模消防本部において、人事の硬直
化をきたすため、広域化して人事のローテーショ
ンを行うとしています。
　しかし、三重県が県内15消防本部2,379人に対
して実施した消防広域化に対するアンケートで
は、広域化に対して約80％の職員が否定的です。
そして、「広域化後の消防体制で最も不安を感じ
る点」として「広域的な移動に伴う地理不案内」
が30.7％、「住民サービスの低下」を14.5％の職
員があげています。
　「火災出動指令」は、住所によって出動場所を
示します。消防職員は、それを聞いて、とっさに

緊急走行する道順、消火栓の場所、地形等を思い
浮かべ、迅速に出動します。
　広域化による人事のローテーションは、熟知し
ていない地域に勤務することになるため消防活動
に支障をきたします。
　また、小規模消防本部が規模の大きな消防本部
と広域化した場合、小規模の消防本部職員の階級
の引き下げが実施されます。消防職員にとって
「階級」は、身分上最も重要な要素です。これが
引き下げられることによって多くの消防職員が
「やる気」を失うことが現実となります。

広域化で職務の高度化と
専門化が図れるのか
　消防職員は、政府が言うまでもなく、職務遂行
には極めて高度な専門性が必要です。
　そのため、都道府県は単独または共同して消防
学校を設置することが義務となっています。ま
た、指定都市は単独または都道府県と共同して消
防学校を設置することが可能となっています

27

。そ
して、消防職員の専門性を満たすため、国は消防
学校の施設、人員および運営の基準、消防学校の
教育訓練の基準を設けています。
　政府は広域化によって、高度化・専門化を図れ
るとしています。
　ところが、現実の消防学校では、施設と教官の
不足によって、極めて限られた人員に対して教育
を実施しているのが実情です。団塊の世代の大量
退職に見合う、新入職員の採用者の「初任教育」
すら、年度内に実施することに支障をきたしてい
ます。とても、専門的な教育を実施する余裕はあ
りません。
　また、消防職員が国の充足率に満たない消防署
で、教養要員を出す余裕がないことが現実です。
　広域化によって職務の高度化と専門化は図れま
せん。消防職員の「職務の高度化と専門化」の推
進のためには、「消防力の基準」に見合う消防職
員と消防学校の充実こそ必要です。

26．消防力の整備指針第４条３項 27．消防組織法第51条1項、2項

検　　証
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　火災または救急事案等が発生した場合、市民は
119番通報します。その119番通報を受信すると
ころが、「消防指令センター」または「指令課」
等と言われるところです。
　119番を受信すると、例えば、救急事案であれ
ば、一番近い救急車を保有している消防署所に救
急出動指令が下命されます。火災の場合は、建物
火災やビル火災等の火災種別によって車両を選定
して、必要な数の消防部隊を出動させます。これ
らの業務を「消防指令業務」と言います。さら
に、消防活動上必要な情報や救急患者を収容する
病院情報についても出動した隊に伝達していま
す。また、消防本部によっては、出動消防部隊の
活動を無線で指揮する機能を持っているところも
あります。
　これらの消防指令業務には、119番受信と出動
消防部隊を選定して出動指令を行う「設備」が必
要です。ところが政府は、指令業務の「設備」に
係る補助金のうちⅠ型（離島で使用）を廃止し、
Ⅱ型を人口10万人から40万人未満、40万人以上
をⅢ型とし、この２種類の「設備」に補助金を交
付することにしました。Ⅱ型を設置するために必
要な費用は、概ね５億円から６億円と国は算定し
ています。そして、人口10万人未満の消防本部
がこれを設置するには財政的に厳しいとして、広

域化を進める理由の一つにしています。この考え
は、国の補助金を削減し、市町村に負担させるも
のです。

　しかし、全国の消防本部のなかには、政府の上
からの広域化による「消防指令業務の共同運用」
とは別に自治体消防を堅持しながら、高性能の指
令装置を市町村間で共同運用する自治体が存在し
ます。共同運用している各消防本部の自主性を相
互に認めたうえで、高性能の「設備」によって、
消防対象物

28

の分類ごとに出動消防部隊の決定、消
防部隊の動隊管理

29

および発信地表示
30

等を実施する
ものです。従って、この場合の指令装置の共同使
用は、自治体消防の観点から、広域化とは本質的
に異なるものです。しかし、この場合においても
各消防本部によって消防団への出動、消防部隊の
出動車両と隊数等がことなります。共同運用する
消防本部は、消防部隊に対する情報の提供、無線
を使用した指揮統制および救急隊への病院情報
は、各消防本部が独自で実施する体制を継続しな
ければなりません。そのため、指令業務の共同運
用は、本部指揮機能の充実が必要となり、警防要
員の増員にはつながりません。

28．建物（木造、耐火マンション、密集津）、山林、原野等消防
行政の対象となるもの
29．消防自動車が出動または出向等によって移動する場合、「動
いている消防隊」の位置を管理するもの

30．119番通報時を受信すると、119番通報地点を地図上に表
示し、近隣の消防署所にいち早く出動を予告するもの

４ 消防指令業務の広域化と   
共同運用は別問題

　政府が消防の広域化を進める理由に、「消防指令業務の共同運用」と「消防無線のデ
ジタル化」があります。
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31．「電波法関係審査基準」改正（2003年10月　総務省総合
通信基盤局）
32．消防車両積載無線器および消防職員が活動中に持つ携帯無
線器

33．市町村消防の広域化に関する質問主意書（衆議院議員佐々
木憲昭07年11月16日）

34．内閣衆質168第233号　平成19年11月27日

消防無線のデジタル化は、
国の責任と負担で実施を

　政府は、消防の広域化をすすめる理由に「消防無線のデジタル化」をあげ、都道府県
と市町村に財政負担を押しつけようとしています。

政府「整備に要する費用は
都道府県および市町村が
負担すること」
　現在の消防無線は、150MHz帯のアナログです。
しかし、政府はこれを、2016年５月31日までに
260MHz帯デジタル無線に移行させることとしま
した

31

。
　消防無線をデジタル化するためには、現在使用
している消防無線に係る基地局や移動局

32

を全面的
に更新する必要があります。また、大災害が発生
した場合、全国の消防が使用する「全国波」およ
び「都道府県内波」が必要なため、全国的に消防
のデジタル化が完了するまでの長期間、アナログ
無線機能との併用期間が必要となります。そのた
めには、多額の費用が必要になります。
　ところが、「人口30万人規模の消防本部、人口
50万人規模の消防本部、人口100万人規模の消防
本部および人口200万人規模の消防本部における
消防本部の、デジタル化に要する費用の概算と内
訳」等の質問

33

に対して、政府は、「デジタル方式
の消防救急無線の基地局の整備に要する費用は都
道府県および市町村が負担することとなるが、そ

の額については、（中略）現時点で概算をお示し
することは困難である」「消防本部におけるデジ
タル化に要する費用についても、通信機器の価格
や消防本部の消防体制等費用の算出に必要な情報
が不足しているため、現時点で概算をお示しする
ことは困難である」

34

としています。
　政府は、消防無線のデジタル化を進めるため
に、多額の費用を都道府県と市町村に押し付ける
ため消防の広域化を進めようとしています。しか
し、経費の実態も不明なまま広域化を推し進める
ことは無責任です。消防無線のデジタル化は政府
の責任で実施すべきものです。

５

高機能な設備を一元的に整備可能

・総務省消防庁　消防広域化推進本部　平成20年２月
　「市町村の消防の広域化　強くなる地域の消防力　」　推進関係資料　p４抜粋
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６ 消防の広域化で地域の消防
はどうなるか？

　我が国の消防体制は、消防本部、消防署および
消防団で構成しています

35

。
　戦後自治体消防が発足した当初は、消防の主力
は消防団でした。そして、常備消防が確立される
なかで、消防は「消防署」と「消防団」の共同に
より住民の生命・身体・財産を守ってきました。
人口10万人未満の市町村には、782,958人

36

の消防
団員が活躍しています。これは、日本の全消防団
員951,069人の82％を占めています。そして、政
府が広域化の対象としている人口10万人未満の
消防本部において消防団が重要な位置を占めてい
ることを示しています。

　消防団員は、地域に根ざし老人等の避難困難
者、建物構造、地形、水利等消防活動に必要な情
報を熟知しています。そして、「自分たちの地域
は自分たちで守る」崇高な郷土愛による「地域の
消防・防災」の要となっています。

　ところが、消防の広域化によって、消防本部か
ら消防団が分断されてしまいます

37

。
　消防団長は、これまで同様消防団の推薦に基づ
き市町村長が任命し、消防団の活動は当該市町村
の規則等によって行われます。しかし消防署は、
広域連合、一部事務組合または事務委託となり、

別の地方公共団体の組織となります。

　火災等の災害対応は、文字通り「危機管理」で
す。危機管理の鉄則は、指揮命令系統の一元化で
す。消防署と消防団が分断されると、統制のとれ
た現場活動に重大な支障をきたします。

　また、地方によっては過疎化と高齢化が進み、
地域の消防団の役割は、火災時の消火活動にとど
まらず、多様性をおびています。消防団と消防署
を分断することは、消防団活動と地域のコミュニ
ティーの衰退さえ招きかねません。

35．消防組織法第9条
36．「新時代に即した消防団のあり方に関する検討委員会」第2
次報告の概要（総務省消防庁消防課）参照
37．消防組織法第31条

　広域化により消防署と消防団の分断は、地域の消防・防災力の低下をまねく。
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　消防団とは
　消防団は、消防組織法第９条によって消防本部および消防署と並んで消防機関の一翼
となっています。市町村の消防責任は市町村にあり

38

、消防に必要な費用は、「当該市町
村がこれを負担する」

39

と規定されています。しかし、多くの市町村は消防団に対する財
政負担責任を充分に果たしていないため、住民または消防団幹部からの「寄付」に頼っ
ていることが実情です。消防団は消防署と同様消防機関の一部であるため、消防団の詰
め所、消防自動車および運営負担金は市町村が負担しなければなりません。
　また、消防団員は、地方公務員法で特別地方公務員

40

と規定されています。また、火災
現場において消防団員には消防職員同様「消火、延焼防止、人命救助の必要があるとき
は、出火建物の使用制限」

41

、「火災現場において消防警戒区域の設定」
42

等の権限が与えら
れています。消防団の権限と活動は、地域愛と住民の安全を守る崇高な気概によるもの
で、地域の消防・防災の要となるものです。いざ、火災が発生したときは、深夜や休日
にかかわらず出動して、消火活動等を実施します。しかし、近年消防団員が定数に満た
ない地域が増加しています。自営業が多数を占めていた消防団員から、勤労者が多数を
占める構成になってきたことと、地域住民の高齢化などが原因です。
　火災が発生した場合、消防水利の確保、延焼防止、住民の避難誘導等の活動、消防署
は高度な機材や活動および指揮統制等、消防団の役割分担を明確にすることが必要で
す。また、消防団は、地域において自主防災組織に対する訓練の実施、救急講習の実施
等を行い、地域住民にとって大切な役割を担っていることを理解した上で、消防団員募
集を行うことが必要です。また、近年の多角的な消防団活動には、女性消防団員の役割
が重要になっています。女性消防団員が参加しやすい制度の確立も必要です。
　毎年実施される「操法大会偏重」の地域ではこれを改め、強制的な加入も改める必要
があります。

38．消防組織法第６条
39．消防組織法第８条
40．地方公務員法第３条第３項
41．消防組織法第29条第１項
42．消防組織法第28条第１項
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７ それでは、自分たちの地域
をどうすれば良いのか

自分たちの地域の消防体
制の総点検しよう
　それぞれの市町村において、「消防力の基準」
に対する、消防署所、消防ポンプ自動車、はしご
自動車または屈折はしご自動車、救助工作車、救
急自動車、化学消防車、特殊車および指揮車の充
足率の調査が必要です。また、消防職員数の充足
率についても調査しましょう。消防職員の基準
は、消防自動車の搭乗員、救急隊の隊員、救助隊
の隊員、指揮隊の隊員、通信員および本部要員・
予防要員ごとに定められています。
　これらを調査して消防力の実態を把握すること
がまず大切です。なお、「消防力の基準」におい
て、「地域の実情に応じて」減数している場合、
その根拠を明確にすることが大切です。このパン
フレットのＰ. ６～７に示す火災の時間とのメカ
ニズムは、「消防力の基準」の根拠となるもので
す。この根拠がくずれる「地域の実情」による減
数は認められません。
　実態は、市町村役場、消防本部に問い合わせて
知ることができます。
　地方議員と共同して調査することも有効です。

　指揮隊の存在についての調査も重要です。指揮
隊は、消防署の数だけ設置することと定められて
います

43

。指揮隊の設置は、近年多発している消防
職員の殉職等重大な公務災害を防止する現場活動
の安全管理と、災害から住民の生命・身体・財産
を守るための消防部隊を統制する重要な役割を担
っています。指揮隊未設置の消防本部では、早急
に設置することが求められます。

広域化で、地域の消防はど
うなるかの検証をしよう
　「消防広域化推進計画」が作成された都道府県
においては、自分たちの地域の消防について、住
民サービスの向上（消防部隊の増加等）、消防体
制の効率化（本部要員の効率化等）および消防体
制の基盤の強化（組織・人員規模の拡大、予防業
務・救急業務の高度化・専門化等）の実際を検証
します。特に、広域化した場合を想定し、消防自
動車の到着時間を検証することが重要です。
　また、地域の消防団の役割と消防署との連携に
ついても、その実際を明らかにし、広域化によっ
て分断される問題について検証することも必要で
す。

43．消防力の整備指針第17条および第32条

　まず、住民とともに地域の消防力の実態を知ろう。
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��「運営計画」作成は   
市町村の自主的判断で
　消防の広域化は「市町村の自主的な判断で行わ
れるもの」および「広域化を行わなかったとして
も、不利益を受けることがない」との政府の回答
（平成19年11月27日　佐々木憲昭衆議院議員質
問主意書に対する政府回答）は、市町村の消防広
域化の議論を本格的に実施する上で重要な意義を
持っています。
　消防の広域化は、平成24年度末までに「消防
広域化運営計画」を検討して、各市町村がメリッ
ト・デメリットを自主的に判断して、参加・不参
加を決定します。
　「消防広域化運営計画」の作成には、次の項目
等についての検討が不可欠です
　・市町村の防災に係る関係機関相互の連携
　・消防力の整備計画
　・火災種別等ごとの消防部隊の出動体制
　　（遠方からの消防隊は被害の軽減とならない）
　・各市町村消防団との連携
　・経費負担

広範な住民、関係者の参加で
「災害に強い地域つくり」を
　また、これらを検討するための課題として、次
の検討も必要です。
　・地形や市町村の位置関係
　・ 山間部・離島・人口・面積規模・都市構造・
消防体制の相違

　・現行水準以上の消防体制の充実

　これらの検討は、各市町村の担当者が、都道府
県の指導のもとで、机上で実施するものではあり
ません。
　「消防の広域化」の自主的判断を契機として、
地域の消防を強化し、災害に強い地域つくりを住
民とともに行うことが大切です。消防の広域化に
関する「消防広域化運営計画」策定について、徹
底した情報の公開を求め広範な住民、地域の消防
団、消防・医療・防災関係団体および消防職員が
参画して、火災等の災害に強い地域つくりを行っ
ていくことが重要です。
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８ 住民の安全を守る消防体制
をつくるために

　火災等の災害から住民の生命・身体・財産を守るため、消防の広域化を総点検し、自
治体消防を守り、消防体制を充実させることが大切です。

❶ 　住民に密接な自治体消
防を守り発展させること

　地方自治の本旨は、住民生活に密接なところで
発生する行政的問題は、住民にもっとも身近な行
政機関、すなわち市町村が解決することに効果が
あります。そして、住民の要求に応えるために
は、行政の窓口が住民の身近にあり、住民の声が
議会に反映して改善を行っていくことが不可欠で
す。高齢化社会の進行等のなかで、今や国民の
20数人に一人は救急車を利用しています。東海
大地震、南海地震等の大災害の発生が予想されて
いるなか、今こそ住民に密接な自治体消防を守り
発展させることが大切です。

❷ 　国の基準を満たす「消
防力」を充実させること

　現在、消防職員は全国平均で基準の75％です。
しかも、国の総定員削減政策のもと全国各地で消
防職員が減員されているのが実態です。消防職員
の定数削減をやめさせ、消防力の基準を満たし国
民の生命・身体・財産を守ることが大切です。

❸ 　大災害に対応する「市
町村の相互応援協定」等
の体制を充実させること

　現在の自治体消防は、それぞれの都市的規模に
応じて発生する火災等の災害を予測して、消防体
制を整備しています。そして、同時多発火災の発
生、市町村の境界付近での火災発生、または、特
殊災害の発生に対して、迅速に対応する制度が確
立しています。消防組織法では、隣接市町村が、
相互に応援するための協定（市町村の相互応援協
定）をあらかじめ結ぶことをできるとしていま
す
44

。具体的には、市町村境界の相互１または２㎞
に発生した火災等は、自動的に相互の消防部隊が
出動するもの等です。また、同時多発火災等が発
生した場合、市町村消防が相互に協力・応援し合
う制度です。
　大規模な災害発生には、発生した市町村が属す
る都道府県内の各消防本部が応援する「県内応
援」

45

および全国から応援可能な登録4000隊から
なる「緊急援助隊」の体制が法整備され、実動し
ています。これら、自治体消防の原則を堅持し
て、応援する体制の充実にこそ国と都道府県の機
能を発揮させることが大切です。また、市町村

44．消防組織法第39条１項２項
45．消防組織法第43条
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は、自分たちの地域で発生する大災害に対応する
受援体制の確立を行うことも大切です。

❹ 　国民の安全を守るため、
国防予算より消防予算の
充実を

　市町村の職員のなかで、国が定数を定める看護
師、保育士等の充足率に比べて、消防職員は75
％と極めて少ないのが特徴です。全国の消防予算
の総計は２兆円ですが、防衛省の予算は5兆円で
す。火災等の災害から国民を守るため、国の交付
税を引き上げ「消防力の整備指針」に見合うもの
とすべきです。
　国は火災等の災害から国民の生命・身体・財産
を守る消防体制充実に政策を変更すべきです。

❺　消防職員に団結権を
　地方公務員法第52条により消防職員に団結権
が保障されていません。団結権が保障されていな
い消防署では、職員が自主的組織を結成して、勉
強会を実施することすら弾圧されています。ま
た、多くの消防本部では、消防職員の出版、投
稿、意見の公表を行う場合、事前の「承認」を義
務つける等、初歩的な諸権利も認められていませ
ん。
　市民の安全を守るためには、消防職員の「団結
権」は必要です。消防職員の「団結権」は、「市
民と消防職員が団結して安全な地域を作るため」、
「消防職員が市民の安全を守るために団結して働
きやすい環境をつくる」ために必要です。
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おわりに
　自治体消防発足から昭和45年までは、市町村ごとに単独の消防の設置を進め
てきました。その結果、約50％の市町村において常備消防が確立しました。し
かし、住民の安全を守る観点から、常備消防が存在しない市町村を解消するた
め、中核となる「都市」を中心として一部事務組合または事務委託によって、進
めてられきました。一部事務組合または事務委託の消防本部では、意思決定や消
防体制整備が単独の消防に比べて、問題が多いため、全国の消防長でつくる全国
消防長会で、委員会を設けて「組合消防」の諸問題の解決を進めてきた経緯があ
ります。この方式は、住民の安全を守る地方自治体の責務を果す意志から実施さ
れたもので、現在問題となっている、国が進める「消防の広域化」とは、性格を
異にします。
　「消防の広域化」は、国と都道府県の補助金の削減、国と都道府県からの指示
の迅速化と徹底を強化する側面があります。一方で「消防の広域化」は、住民の
「安全」にとって多くの問題をはらんでいます。なぜ、この時期に政府は「消防
の広域化」を打ち出してきたのでしょうか。
　ここで、注目する第１は、消防の広域化と道州制です。道州制は、現在の都道
府県と市町村からなる地方自治体を道・州並びに現在の都道府県と市町村の中間
的な規模の行政単位に再編し、国の統制を強固にして、大幅に地方予算を軽減す
るものです。州は、現在の府県を大規模に統合し、それまで実施していた県の事
務と一部国の事務を道州で実施することを意図するものです。しかし道州制は、
あまりにも巨大な行政組織のため、住民から「顔」が見えません。そこで、顔の
見える道州制とするためには、機能を分権化して現在の市町村より大きな行政組
織を作る必要があります。例えば、政令指定都市、市町村の広域連合です。そこ
に、広域消防、地域警察、産業廃棄物処理、自然環境保全、児童福祉、生活保護
を実施させ、顔の見える道州制とする計画です。そして、消防の広域化がそのモ
デルとなる可能性に注意が必要です。
　もう一つは、国民保護法体制に関連した消防の変質があります。国民保護法第
97条７項において、「消防は、その施設及び人員を活用して、国民の生命、身体
及び財産を武力攻撃による火災から保護するとともに、武力攻撃災害を防除し、
及び軽減しなければならない」とし、国民保護法による、武力攻撃事態等に至っ
たときは、「市町村長は、その避難実施要領で定めるところにより、当該市町村
の職員並びに消防長及び消防団長を指揮し、避難住民を誘導しなければならな
い」等と規定し、消防が市町村における中心的な活動部隊として位置付けられま
した。国民保護法は、国からの指示に対して迅速に対応する消防が必要としてい
ます。消防の広域化による国の統制強化に注意が必要です。
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資料編

　政府は、本法の施行に当たり、次の
事項について十分配慮すべきである。

一　消防庁長官が定める基本指針に
基づき、都道府県が消防広域化推
進計画を策定するに当たっては、
基礎自治体である市町村がまずそ
の任に当たる市町村消防の原則を
維持し、関係市町村等の意見を聴
取するなど地域の実情を十分に踏
まえ、市町村の自主性を損なわな
いようにすること。

二　市町村による広域消防運営計画

の策定に当たっては、現場の消防
職員に情報を開示し、意見の反映
が図られるよう指導すること。

三　消防の広域化は、消防隊員等の
増強、高度な消防資機材の整備、
救急業務の専任化等、質の高い消
防、防災サービスを提供できる体
制を確立し住民の安心・安全をよ
り充実するために行われるもので
あり、消防署の統廃合や消防職員
の削減につながることのないよう
消防の広域化の趣旨を周知徹底す
ること。

四　広域化された消防本部と市町村
の防災部局との連携体制の確立を
図るため、両者の連携の重要性、
具体的方策について、適宜情報提
供等を行うこと。また、広域化さ
れた常備消防と地域に密着した消
防防災活動を行っている消防団や
自主防災組織との連携強化を図る
こと。

五　広域化対象市町村が広域消防運
営計画を達成するために行う事業
に要する経費については、人的・
物的確保に支障が生ずることのな
いよう、地方債をはじめ、所要の
十分な財政的支援を講ずること。

右決議する。

平成18年４月11日
参議院総務委員会

⎫
⎜
⎜
⎭

⎫
⎜
⎜
⎭

消防組織法の一部を改正する法律案に対する附帯決議

　政府は、本法の施行に当たり、次の
事項について十分配慮すべきである。

一　消防庁長官が定める基本指針に
基づき、都道府県が消防広域化推
進計画を策定するに当たっては、
市町村消防の原則を維持し、関係
市町村等の意見を聴取するなど地
域の実情を十分に踏まえ、市町村
の自主性を損なわないよう配慮す
ること。

二　消防の広域化は、消防署の統廃

合等を目的とするものではなく、
消防隊員等の増強、高度な消防資
機材の整備、救急業務の専任化
等、質の高い消防防災サービスを
提供できる体制を確立し、住民の
安心・安全をより充実するために
行われるものであるという、消防
の広域化の趣旨の周知徹底を図る
こと。

三　市町村による広域消防運営計画
の策定に当たっては、現場の消防
職員等に情報を開示し、その意見

の反映が図られるよう指導するこ
と。

四　広域化された消防本部と市町村
の防災部局との十分な連携体制の
確立を図るため、両者の連携の重
要性、具体的方策について、適宜
適切な情報提供等を行うこと。ま
た、広域化された常備消防と地域
に密着した消防防災活動を行って
いる消防団や自主防災組織との連
携強化を図るため具体策を講ずる
こと。

五　広域化対象市町村が広域消防運
営計画を達成するために行う事業
に要する経費について十分な財政
的支援を講ずること。

平成18年６月１日
衆議院総務委員会

⎫
⎜
⎜
⎭

⎫
⎜
⎜
⎭

消防組織法の一部を改正する法律案に対する附帯決議

第一章　総則（第一条）
第二章　国の行政機関
　　　　（第二条―第五条）
第三章　地方公共団体の機関
　　　　（第六条―第三十条）
第四章　市町村の消防の広域化
　　　　（第三十一条―第三十五条）

第五章　各機関相互間の関係等
　　　　（第三十六条―第五十二条）
附　則

第一章　総則

（消防の任務）
第一条　消防は、その施設及び人員

を活用して、国民の生命、身体及
び財産を火災から保護するととも
に、水火災又は地震等の災害を防
除し、及びこれらの災害による被
害を軽減することを任務とする。

第二章　国の行政機関

（消防庁）
第二条　国家行政組織法（昭和二十
三年法律第百二十号）第三条第二
項の規定に基づいて、総務省の外
局として消防庁を置く。

最終改正：平成一八年六月一四日法律第六四号

消防組織法（昭和二十二年十二月二十三日法律第二百二十六号）
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（消防庁長官）
第三条　消防庁の長は、消防庁長官
とする。

（消防庁の任務及び所掌事務）
第四条　消防庁は、消防に関する制
度の企画及び立案、消防に関し広
域的に対応する必要のある事務そ
の他の消防に関する事務を行うこ
とにより、国民の生命、身体及び
財産の保護を図ることを任務とす
る。
２　消防庁は、前項の任務を達成す
るため、次に掲げる事務をつかさ
どる。
一　消防制度及び消防準則の企画及
び立案に関する事項
二　消防に関する市街地の等級化に
関する事項（都道府県の所掌に係
るものを除く。）
三　防火査察（火災の調査を含む。）、
防火管理その他火災予防の制度の
企画及び立案に関する事項
四　火災の調査に係る技術の向上及
び火災の調査員の訓練に関する事
項
五　消防職員（消防吏員その他の職
員をいう。以下同じ。）及び消防
団員の教養訓練の基準に関する事
項
六　消防職員及び消防団員の教育訓
練に関する事項
七　消防統計及び消防情報に関する
事項
八　消防の用に供する設備、機械器
具及び資材の認定及び検定に関す
る事項
九　消防に関する試験及び研究に関
する事項
十　消防施設の強化拡充の指導及び
助成に関する事項
十一　消防思想の普及宣伝に関する
事項
十二　危険物の判定の方法及び保安
の確保に関する事項
十三　危険物取扱者及び消防設備士
に関する事項
十四　消防に必要な人員及び施設の
基準に関する事項
十五　防災計画に基づく消防に関す
る計画（第二十九条において「消
防計画」という。）の基準に関す
る事項
十六　人命の救助に係る活動の基準
に関する事項

十七　救急業務の基準に関する事項
十八　消防団員等の公務災害補償等
に関する事項

十九　消防に関する表彰及び報償に
関する事項

二十　消防の応援及び支援並びに緊
急消防援助隊に関する事項

二十一　災害対策基本法（昭和三十
六年法律第二百二十三号）、大規
模地震対策特別措置法（昭和五十
三年法律第七十三号）、原子力災
害対策特別措置法（平成十一年法
律第百五十六号）、東南海・南海
地震に係る地震防災対策の推進に
関する特別措置法（平成十四年法
律第九十二号）及び日本海溝・千
島海溝周辺海溝型地震に係る地震
防災対策の推進に関する特別措置
法（平成十六年法律第二十七号）
に基づく地方公共団体の事務に関
する国と地方公共団体及び地方公
共団体相互間の連絡に関する事項

二十二　石油パイプライン事業の用
に供する施設についての工事の計
画及び検査その他保安に関する事
項

二十三　石油コンビナート等災害防
止法（昭和五十年法律第八十四
号）第二条第二号に規定する石油
コンビナート等特別防災区域に係
る災害の発生及び拡大の防止並び
に災害の復旧に関する事項

二十四　国際緊急援助隊の派遣に関
する法律（昭和六十二年法律第九
十三号）に基づく国際緊急援助活
動に関する事項

二十五　武力攻撃事態等における国
民の保護のための措置に関する法
律（平成十六年法律第百十二号）
に基づく住民の避難、安否情報、
武力攻撃災害が発生した場合等の
消防に関する指示等に関する事項
並びに同法に基づく地方公共団体
の事務に関する国と地方公共団体
及び地方公共団体相互間の連絡調
整に関する事項

二十六　所掌事務に係る国際協力に
関する事項

二十七　住民の自主的な防災組織が
行う消防に関する事項

二十八　前各号に掲げるもののほ
か、法律（法律に基づく命令を含
む。）に基づき消防庁に属させら
れた事項

（教育訓練機関）
第五条　消防庁に、政令で定めると
ころにより、国及び都道府県の消
防の事務に従事する職員又は市町
村の消防職員及び消防団員に対
し、幹部として必要な教育訓練を
行い、あわせて消防学校又は消防
職員及び消防団員の訓練機関の行
う教育訓練の内容及び方法に関す
る技術的援助をつかさどる教育訓
練機関を置くことができる。

第三章　地方公共団体の機関

（市町村の消防に関する責任）
第六条　市町村は、当該市町村の区
域における消防を十分に果たすべ
き責任を有する。

（市町村の消防の管理）
第七条　市町村の消防は、条例に従
い、市町村長がこれを管理する。

（市町村の消防に要する費用）
第八条　市町村の消防に要する費用
は、当該市町村がこれを負担しな
ければならない。

（消防機関）
第九条　市町村は、その消防事務を
処理するため、次に掲げる機関の
全部又は一部を設けなければなら
ない。

一　消防本部
二　消防署
三　消防団

（消防本部及び消防署）
第十条　消防本部及び消防署の設
置、位置及び名称並びに消防署の
管轄区域は、条例で定める。

２　消防本部の組織は市町村の規則
で定め、消防署の組織は市町村長
の承認を得て消防長が定める。

（消防職員）
第十一条　消防本部及び消防署に消
防職員を置く。

２　消防職員の定員は、条例で定め
る。ただし、臨時又は非常勤の職
については、この限りでない。

（消防長）
第十二条　消防本部の長は、消防長
とする。

２　消防長は、消防本部の事務を統
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括し、消防職員を指揮監督する。

（消防署長）
第十三条　消防署の長は、消防署長
とする。
２　消防署長は、消防長の指揮監督
を受け、消防署の事務を統括し、
所属の消防職員を指揮監督する。

（消防職員の職務）
第十四条　消防職員は、上司の指揮
監督を受け、消防事務に従事す
る。

（消防職員の任命）
第十五条　消防長は、市町村長が任
命し、消防長以外の消防職員は、
市町村長の承認を得て消防長が任
命する。
２　消防長及び消防署長は、政令で
定める資格を有する者でなければ
ならない。

（消防職員の身分取扱い等）
第十六条　消防職員に関する任用、
給与、分限及び懲戒、服務その他
身分取扱いに関しては、この法律
に定めるものを除くほか、地方公
務員法（昭和二十五年法律第二百
六十一号）の定めるところによ
る。
２　消防吏員の階級並びに訓練、礼
式及び服制に関する事項は、消防
庁の定める基準に従い、市町村の
規則で定める。

（消防職員委員会）
第十七条　次に掲げる事項に関して
消防職員から提出された意見を審
議させ、その結果に基づき消防長
に対して意見を述べさせ、もつて
消防事務の円滑な運営に資するた
め、消防本部に消防職員委員会を
置く。
一　消防職員の給与、勤務時間その
他の勤務条件及び厚生福利に関す
ること。
二　消防職員の職務遂行上必要な被
服及び装備品に関すること。
三　消防の用に供する設備、機械器
具その他の施設に関すること。
２　消防職員委員会は、委員長及び
委員をもつて組織する。
３　委員長は消防長に準ずる職のう
ち市町村の規則で定めるものにあ

る消防職員のうちから消防長が指
名する者をもつて充て、委員は消
防職員（委員長として指名された
消防職員及び消防長を除く。）の
うちから消防長が指名する。

４　前三項に規定するもののほか、
消防職員委員会の組織及び運営に
関し必要な事項は、消防庁の定め
る基準に従い、市町村の規則で定
める。

（消防団）
第十八条　消防団の設置、名称及び
区域は、条例で定める。

２　消防団の組織は、市町村の規則
で定める。

３　消防本部を置く市町村において
は、消防団は、消防長又は消防署
長の所轄の下に行動するものと
し、消防長又は消防署長の命令が
あるときは、その区域外において
も行動することができる。

（消防団員）
第十九条　消防団に消防団員を置
く。

２　消防団員の定員は、条例で定め
る。

（消防団長）
第二十条　消防団の長は、消防団長
とする。

２　消防団長は、消防団の事務を統
括し、所属の消防団員を指揮監督
する。

（消防団員の職務）
第二十一条　消防団員は、上司の指
揮監督を受け、消防事務に従事す
る。

（消防団員の任命）
第二十二条　消防団長は、消防団の
推薦に基づき市町村長が任命し、
消防団長以外の消防団員は、市町
村長の承認を得て消防団長が任命
する。

（消防団員の身分取扱い等）
第二十三条　消防団員に関する任
用、給与、分限及び懲戒、服務そ
の他身分取扱いに関しては、この
法律に定めるものを除くほか、常
勤の消防団員については地方公務
員法の定めるところにより、非常

勤の消防団員については条例で定
める。
２　消防団員の階級並びに訓練、礼
式及び服制に関する事項は、消防
庁の定める基準に従い、市町村の
規則で定める。

（非常勤消防団員に対する公務災害
補償）
第二十四条　消防団員で非常勤のも
のが公務により死亡し、負傷し、
若しくは疾病にかかり、又は公務
による負傷若しくは疾病により死
亡し、若しくは障害の状態となつ
た場合においては、市町村は、政
令で定める基準に従い条例で定め
るところにより、その消防団員又
はその者の遺族がこれらの原因に
よつて受ける損害を補償しなけれ
ばならない。
２　前項の場合においては、市町村
は、当該消防団員で非常勤のもの
又はその者の遺族の福祉に関して
必要な事業を行うように努めなけ
ればならない。

（非常勤消防団員に対する退職報償
金）
第二十五条　消防団員で非常勤のも
のが退職した場合においては、市
町村は、条例で定めるところによ
り、その者（死亡による退職の場
合には、その者の遺族）に退職報
償金を支給しなければならない。

（特別区の消防に関する責任）
第二十六条　特別区の存する区域に
おいては、特別区が連合してその
区域内における第六条に規定する
責任を有する。

（特別区の消防の管理及び消防長の
任命）
第二十七条　前条の特別区の消防
は、都知事がこれを管理する。
２　特別区の消防長は、都知事が任
命する。

（特別区の消防への準用）
第二十八条　前二条に規定するもの
のほか、特別区の存する区域にお
ける消防については、特別区の存
する区域を一の市とみなして、市
町村の消防に関する規定を準用す
る。
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（都道府県の消防に関する所掌事務）
第二十九条　都道府県は、市町村の
消防が十分に行われるよう消防に
関する当該都道府県と市町村との
連絡及び市町村相互間の連絡協調
を図るほか、消防に関し、次に掲
げる事務をつかさどる。
一　消防職員及び消防団員の教養訓
練に関する事項
二　市町村相互間における消防職員
の人事交流のあつせんに関する事
項
三　消防統計及び消防情報に関する
事項
四　消防施設の強化拡充の指導及び
助成に関する事項
五　消防思想の普及宣伝に関する事
項
六　消防の用に供する設備、機械器
具及び資材の性能試験に関する事
項
七　市町村の消防計画の作成の指導
に関する事項
八　市町村の消防の相互の応援に関
する計画の作成の指導に関する事
項
九　市町村の消防が行う人命の救助
に係る活動の指導に関する事項
十　市町村の行う救急業務の指導に
関する事項
十一　消防に関する市街地の等級化
に関する事項（消防庁長官が指定
する市に係るものを除く。）
十二　前各号に掲げるもののほか、
法律（法律に基づく命令を含む。）
に基づきその権限に属する事項

（都道府県の航空消防隊）
第三十条　前条に規定するもののほ
か、都道府県は、その区域内の市
町村の長の要請に応じ、航空機を
用いて、当該市町村の消防を支援
することができる。
２　都道府県知事及び市町村長は、
前項の規定に基づく市町村の消防
の支援に関して協定することがで
きる。
３　都道府県知事は、第一項の規定
に基づく市町村の消防の支援のた
め、都道府県の規則で定めるとこ
ろにより、航空消防隊を設けるも
のとする。

第四章　市町村の消防の広域化

（市町村の消防の広域化）

第三十一条　市町村の消防の広域化
（二以上の市町村が消防事務（消
防団の事務を除く。以下この条に
おいて同じ。）を共同して処理す
ることとすること又は市町村が他
の市町村に消防事務を委託するこ
とをいう。以下この章において同
じ。）は、消防の体制の整備及び
確立を図ることを旨として、行わ
れなければならない。

（基本指針）
第三十二条　消防庁長官は、自主的
な市町村の消防の広域化を推進す
るとともに市町村の消防の広域化
が行われた後の消防（以下「広域
化後の消防」という。）の円滑な
運営を確保するための基本的な指
針（次項及び次条第一項において
「基本指針」という。）を定めるも
のとする。

２　基本指針においては、次に掲げ
る事項について定めるものとす
る。

一　自主的な市町村の消防の広域化
の推進に関する基本的な事項

二　自主的な市町村の消防の広域化
を推進する期間

三　次条第二項第三号及び第四号に
掲げる事項に関する基準

四　広域化後の消防の円滑な運営の
確保に関する基本的な事項

五　市町村の防災に係る関係機関相
互間の連携の確保に関する事項

（推進計画及び都道府県知事の関与
等）
第三十三条　都道府県は、基本指針
に基づき、当該都道府県の区域内
において自主的な市町村の消防の
広域化を推進する必要があると認
める場合には、その市町村を対象
として、当該都道府県における自
主的な市町村の消防の広域化の推
進及び広域化後の消防の円滑な運
営の確保に関する計画（以下この
条において「推進計画」という。）
を定めるものとする。

２　推進計画においては、次に掲げ
る事項について定めるものとす
る。

一　自主的な市町村の消防の広域化
の推進に関する基本的な事項

二　市町村の消防の現況及び将来の
見通し

三　前号の現況及び将来の見通しを
勘案して、推進する必要があると
認める自主的な市町村の消防の広
域化の対象となる市町村（以下
「広域化対象市町村」という。）の
組合せ

四　前号の組合せに基づく自主的な
市町村の消防の広域化を推進する
ために必要な措置に関する事項

五　広域化後の消防の円滑な運営の
確保に関する基本的な事項

六　市町村の防災に係る関係機関相
互間の連携の確保に関する事項

３　都道府県は、推進計画を定め、
又はこれを変更しようとするとき
は、あらかじめ、関係市町村の意
見を聴かなければならない。

４　都道府県知事は、広域化対象市
町村の全部又は一部から求めがあ
つたときは、市町村相互間におけ
る必要な調整を行うものとする。

５　都道府県知事が、第三十八条の
規定により、広域化対象市町村に
対し、市町村の消防の広域化に関
する協議の推進に関し必要な措置
を講じなければならない旨を勧告
したときは、当該広域化対象市町
村は、当該勧告に基づいて講じた
措置について、都道府県知事に報
告しなければならない。

６　都道府県知事は、市町村に対
し、自主的な市町村の消防の広域
化を推進するため、この法律に定
めるもののほか、情報の提供その
他の必要な援助を行うものとす
る。

（広域消防運営計画）
第三十四条　広域化対象市町村は、
市町村の消防の広域化を行おうと
するときは、その協議により、広
域化後の消防の円滑な運営を確保
するための計画（以下この条及び
次条第二項において「広域消防運
営計画」という。）を作成するも
のとする。

２　広域消防運営計画においては、
おおむね次に掲げる事項について
定めるものとする。

一　広域化後の消防の円滑な運営を
確保するための基本方針

二　消防本部の位置及び名称
三　市町村の防災に係る関係機関相
互間の連携の確保に関する事項

３　広域化対象市町村が、広域消防
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運営計画を作成するため、地方自
治法（昭和二十二年法律第六十七
号）第二百五十二条の二第一項の
規定により協議会を設ける場合に
あつては、当該協議会には、同法
第二百五十二条の三第二項の規定
にかかわらず、規約の定めるとこ
ろにより、関係市町村の議会の議
員又は学識経験を有する者を当該
協議会の会長又は委員として加え
ることができる。

（国の援助等）
第三十五条　国は、都道府県及び市
町村に対し、自主的な市町村の消
防の広域化を推進するため、この
法律に定めるもののほか、情報の
提供その他の必要な援助を行うも
のとする。
２　広域化対象市町村が第三十三条
第二項第三号の組合せに基づき市
町村の消防の広域化を行つた場合
において、当該広域化対象市町村
が広域消防運営計画を達成するた
めに行う事業に要する経費に充て
るために起こす地方債について
は、法令の範囲内において、資金
事情及び当該広域化対象市町村の
財政状況が許す限り、特別の配慮
をするものとする。

第五章　各機関相互間の関係等

（市町村の消防と消防庁長官等の管
理との関係）
第三十六条　市町村の消防は、消防
庁長官又は都道府県知事の運営管
理又は行政管理に服することはな
い。

（消防庁長官の助言、勧告及び指導）
第三十七条　消防庁長官は、必要に
応じ、消防に関する事項について
都道府県又は市町村に対して助言
を与え、勧告し、又は指導を行う
ことができる。

（都道府県知事の勧告、指導及び助
言）
第三十八条　都道府県知事は、必要
に応じ、消防に関する事項につい
て、市町村に対して勧告し、指導
し、又は助言を与えることができ
る。この場合における勧告、指導
及び助言は、消防庁長官の行う勧
告、指導及び助言の趣旨に沿うも

のでなければならない。

（市町村の消防の相互の応援）
第三十九条　市町村は、必要に応
じ、消防に関し相互に応援するよ
うに努めなければならない。

２　市町村長は、消防の相互の応援
に関して協定することができる。

（消防庁長官に対する消防統計等の
報告）
第四十条　消防庁長官は、都道府県
又は市町村に対し、消防庁長官の
定める形式及び方法により消防統
計及び消防情報に関する報告をす
ることを求めることができる。

（警察通信施設の使用）
第四十一条　消防庁及び地方公共団
体は、消防事務のために警察通信
施設を使用することができる。

（消防、警察及び関係機関の相互協
力等）
第四十二条　消防及び警察は、国民
の生命、身体及び財産の保護のた
めに相互に協力をしなければなら
ない。

２　消防庁、警察庁、都道府県警
察、都道府県知事、市町村長及び
水防法に規定する水防管理者は、
相互間において、地震、台風、水
火災等の非常事態の場合における
災害の防御の措置に関しあらかじ
め協定することができる。これら
の災害に際して消防が警察を応援
する場合は、運営管理は警察がこ
れを留保し、消防職員は、警察権
を行使してはならない。これらの
災害に際して警察が消防を応援す
る場合は、災害区域内の消防に関
係のある警察の指揮は、消防が行
う。

（非常事態における都道府県知事の
指示）
第四十三条　都道府県知事は、地
震、台風、水火災等の非常事態の
場合において、緊急の必要がある
ときは、市町村長、市町村の消防
長又は水防法に規定する水防管理
者に対して、前条第二項の規定に
よる協定の実施その他災害の防御
の措置に関し、必要な指示をする
ことができる。この場合における

指示は、消防庁長官の行う勧告、
指導及び助言の趣旨に沿うもので
なければならない。

（非常事態における消防庁長官等の
措置要求等）
第四十四条　消防庁長官は、地震、
台風、水火災等の非常事態の場合
において、これらの災害が発生し
た市町村（以下この条において
「災害発生市町村」という。）の消
防の応援又は支援（以下「消防の
応援等」という。）に関し、当該
災害発生市町村の属する都道府県
の知事から要請があり、かつ、必
要があると認めるときは、当該都
道府県以外の都道府県の知事に対
し、当該災害発生市町村の消防の
応援等のため必要な措置をとるこ
とを求めることができる。
２　消防庁長官は、前項に規定する
場合において、当該災害の規模等
に照らし緊急を要し、同項の要請
を待ついとまがないと認められる
ときは、同項の要請を待たない
で、緊急に消防の応援等を必要と
すると認められる災害発生市町村
のため、当該災害発生市町村の属
する都道府県以外の都道府県の知
事に対し、当該必要な措置をとる
ことを求めることができる。この
場合において、消防庁長官は、当
該災害発生市町村の属する都道府
県の知事に対し、速やかにその旨
を通知するものとする。
３　都道府県知事は、前二項の規定
による消防庁長官の求めに応じ当
該必要な措置をとる場合におい
て、必要があると認めるときは、
その区域内の市町村の長に対し、
消防機関（第九条に規定する機関
をいう。以下同じ。）の職員の応
援出動等の措置をとることを求め
ることができる。
４　消防庁長官は、第一項又は第二
項の場合において、人命の救助等
のために特に緊急を要し、かつ、
広域的に消防機関の職員の応援出
動等の措置を的確かつ迅速にとる
必要があると認められるときは、
緊急に当該応援出動等の措置を必
要とすると認められる災害発生市
町村のため、当該災害発生市町村
以外の市町村の長に対し、当該応
援出動等の措置をとることを自ら
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求めることができる。この場合に
おいて、消防庁長官は、第一項の
場合にあつては当該応援出動等の
措置をとることを求めた市町村の
属する都道府県の知事に対し、第
二項の場合にあつては当該都道府
県の知事及び当該災害発生市町村
の属する都道府県の知事に対し、
速やかにその旨を通知するものと
する。
５　消防庁長官は、第一項、第二項
又は前項に規定する場合におい
て、大規模地震対策特別措置法第
三条第一項に規定する地震防災対
策強化地域に係る著しい地震災害
その他の大規模な災害で二以上の
都道府県に及ぶもの又は毒性物質
の発散その他の政令で定める原因
により生ずる特殊な災害に対処す
るために特別の必要があると認め
られるときは、当該特別の必要が
あると認められる災害発生市町村
のため、当該災害発生市町村の属
する都道府県以外の都道府県の知
事又は当該都道府県内の市町村の
長に対し、次条第一項に規定する
緊急消防援助隊の出動のため必要
な措置をとることを指示すること
ができる。この場合において、消
防庁長官は、当該災害発生市町村
の属する都道府県の知事及び当該
出動のため必要な措置をとること
を指示した市町村の属する都道府
県の知事に対し、速やかにその旨
を通知するものとする。
６　都道府県知事は、前項の規定に
よる消防庁長官の指示に基づき、
その区域内の市町村の長に対し、
次条第一項に規定する緊急消防援
助隊の出動の措置をとることを指
示することができる。
７　前各項の規定は、大規模地震対
策特別措置法第二条第十三号の警
戒宣言が発せられた場合に準用す
る。

（緊急消防援助隊）
第四十五条　緊急消防援助隊とは、
前条第一項、第二項若しくは第四
項の規定による求めに応じ、又は
同条第五項の規定による指示に基
づき、消防の応援等を行うことを
任務として、都道府県又は市町村
に属する消防に関する人員及び施
設により構成される部隊をいう。

２　総務大臣は、緊急消防援助隊の
出動に関する措置を的確かつ迅速
に行うため、緊急消防援助隊の編
成及び施設の整備等に係る基本的
な事項に関する計画を策定し、公
表するものとする。これを変更し
たときも、同様とする。

３　総務大臣は、前項の計画を策定
し、又は変更しようとするとき
は、あらかじめ財務大臣と協議す
るものとする。

４　消防庁長官は、政令で定めると
ころにより、都道府県知事又は市
町村長の申請に基づき、必要と認
める人員及び施設を緊急消防援助
隊として登録するものとする。

５　消防庁長官は、第二項の計画に
照らして必要があると認めるとき
は、都道府県知事又は市町村長に
対し、前項の登録について協力を
求めることができる。

（情報通信システムの整備等）
第四十六条　消防庁長官は、緊急消
防援助隊の出動その他消防の応援
等に関する情報通信システムの整
備及び運用のため必要な事項を定
めるものとする。

（消防機関の職員が応援のため出動
した場合の指揮）
第四十七条　消防機関の職員がその
属する市町村以外の市町村の消防
の応援のため出動した場合におい
ては、当該職員は、応援を受けた
市町村の長の指揮の下に行動する
ものとする。

（航空消防隊が支援のため出動した
場合の連携）
第四十八条　都道府県の航空消防隊
が市町村の消防機関の支援のため
出動した場合においては、当該航
空消防隊は、支援を受けた市町村
の消防機関との相互に密接な連携
の下に行動するものとする。

（国の負担及び補助）
第四十九条　第四十四条第五項に基
づく指示を受けて出動した緊急消
防援助隊の活動により増加し、又
は新たに必要となる消防に要する
費用のうち当該緊急消防援助隊の
隊員の特殊勤務手当及び時間外勤
務手当その他の政令で定める経費

は、政令で定めるところにより、
国が負担する。

２　緊急消防援助隊に係る第四十五
条第二項の計画に基づいて整備さ
れる施設であつて政令で定めるも
のに要する経費は、政令で定める
ところにより、予算の範囲内にお
いて、国が補助するものとする。

３　前項に定めるもののほか、市町
村の消防に要する費用に対する補
助金に関しては、法律でこれを定
める。

（国有財産等の無償使用）
第五十条　総務大臣又はその委任を
受けた者は、緊急消防援助隊の活
動に必要があるときは、国有財産
法（昭和二十三年法律第七十三
号）第十九条において準用する同
法第二十二条及び財政法（昭和二
十二年法律第三十四号）第九条第
一項の規定にかかわらず、その所
掌事務に支障を生じない限度にお
いて、その所管に属する消防用の
国有財産（国有財産法第二条第一
項に規定する国有財産をいう。）
又は国有の物品を、当該緊急消防
援助隊として活動する人員の属す
る都道府県又は市町村に対し、無
償で使用させることができる。

（消防学校等）
第五十一条　都道府県は、財政上の
事情その他特別の事情のある場合
を除くほか、単独に又は共同し
て、消防職員及び消防団員の教育
訓練を行うために消防学校を設置
しなければならない。

２　地方自治法第二百五十二条の十
九第一項の指定都市（以下「指定
都市」という。）は、単独に又は
都道府県と共同して、消防職員及
び消防団員の教育訓練を行うため
に消防学校を設置することができ
る。

３　前項の規定により消防学校を設
置する指定都市以外の市及び町村
は、消防職員及び消防団員の訓練
を行うために訓練機関を設置する
ことができる。

４　消防学校の教育訓練について
は、消防庁が定める基準を確保す
るように努めなければならない。
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（教育訓練の機会）
第五十二条　消防職員及び消防団員
には、消防に関する知識及び技能
の習得並びに向上のために、その
者の職務に応じ、消防庁に置かれ
る教育訓練機関又は消防学校の行

　二〇〇六（平成十八）年六月施行
の「改正消防組織法」に基づく消防
の広域化が各地で進められている。
三重県では、全県一元化などの統合
案が浮上、その後、一元化を含む七
案が提示され、県議会や各消防組合
などの討議に付されている。愛知県
では、現在三十七ある消防本部を九
つに大削減する計画が進められてい
る。
　しかし、これらの計画に対し、
様々な批判や消防力の低下を危惧す
る声が各地で起きているのが実状で
ある。前掲の三重県では、「このス
ケジュールと内容はあまりに強引。
今以上に広域になると、装備が充実
するよりも対応力が低下するのでは
ないか」「自主的というが、これま
で市町村レベルでの自主的検討は行
われてきているのか」（松阪地区広
域消防組合全員協議会）など、批判
の声が続出したと聞く（「夕刊三重」
〇七年十月十六日付）。広域化案の
とりまとめを依頼された同県消防長
会の一員でもある消防長からも、
「（広域化は）必要と考えていない」
「拙速」「住民サービスが低下するの
では」などの意見が出されている。
　市町村の消防力を強化し、火災等
の災害から国民の生命・身体・財産
を守るのが本来の消防のあり方であ
る。ところが、今日、広域化推進の
なかで生じている諸問題は、このよ
うな消防本来の使命にも相反する事
態となりかねない。
　以下、質問する。

一　市町村消防の広域化については
「市町村の消防の広域化に関する
基本指針」（〇六年七月十二日、
以下「広域化指針」）で、都道府

県が遅くとも平成十九年度中には
広域化対象市町村の組合せまで含
めた「消防広域化推進計画」（以
下「推進計画」）を策定して市町
村長等に示し、市町村は「五年度
以内（平成二十四年度まで）を目
途に広域化を実現する」こととさ
れている。

　　消防組織法や「広域化指針」で
は、広域化について「自主的な市
町村の消防の広域化」という文言
が随所で用いられている一方、対
象とする市町村や期限まで明確に
して広域化の「推進」を図るとし
ている。このことが、事実上の強
制にあたるのではないかとの危惧
を示したわが党議員の質問に対し
て、政府は「広域化を強制すると
いうことではない」（〇六年六月
一日、第百六十四国会衆議院総務
委員会、板倉敏和消防庁長官＝当
時）と答弁、「法律の条文上も、
市町村は、『広域化を行おうとす
るときは、その協議により、』『計
画を作成するものとする。』とし
ているところでございまして、そ
の趣旨をあらわしていると考えて
おります」（同前）と述べている。

　しかし、「推進計画」の作成期限
が迫り、広域化の取り組みが進め
られる現場では、「もう決まった
こと」「実施あるのみ」といった
議論が見られ、戸惑いや批判の声
が各地から聞かれるのが実状であ
る。

　そこで質問する。
（１）政府は第百六十四国会におけ
る消防組織法改正案の国会審議に
おいて、「今回の法案でございま
すけれども…市町村の消防の広域
化に関して…関係者が十分に議論

を行うための枠組みを準備しよう
とするもの」とその性格を述べて
いる。そのうえで、「各市町村に
おきましては、国の基本指針、都
道府県の推進計画等を参考にしな
がら、みずからの地域の今後の消
防防災体制のあり方について十分
に議論を行っていただくことを私
どもは期待しております」（板倉
消防庁長官＝前掲）との立場を表
明している。
　右のことから、消防組織法と「推
進計画」のもとでも、合併の必要
性を判断し決定することは、本来
的に市町村によるべきものである
と考えるが、どうか。また、市町
村がその自主的な判断によって二
〇一二年度までの期間内に広域化
を実施しなかった場合にも、いか
なるペナルティーや不利益な扱い
も受けないものと考えるが、どう
か。

（２）先の法案審議では、この法案
が時限立法による「新法」の形を
含めて種々に議論をしたうえ、
「消防の広域化というのは、一次
的な課題というよりは、これから
将来にわたって進めていかなけれ
ばならない、そういう問題であろ
うということで、消防組織法の改
正ということにした」と説明され
ている。このような趣旨に鑑み
て、期間内に広域化を実施しなか
った市町村が、その後に広域化を
進めようとする場合、国、都道府
県からの援助を受ける際に差別や
不利益をこうむることはないか。
明確な答弁を求める。

（３）わが国の消防の原則を定めた
消防組織法は第三章の各条で、市
町村は、当該区域における消防に
責任を有し、市町村消防の管理、
費用負担、消防本部等の機関の設
置を行うことなどを規定してい
る。また同法第五章では、各機関
相互間の関係について「市町村の

平成十九年十一月十六日提出　質問第二三三号

市町村消防の広域化に関する質問主意書　提出者 佐々木憲昭

う教育訓練を受ける機会が与えら
れなければならない。
２　国及び地方公共団体は、住民の
自主的な防災組織が行う消防に資
する活動の促進のため、当該防災
組織を構成する者に対し、消防に

関する教育訓練を受ける機会を与
えるために必要な措置を講ずるよ
う努めなければならない。

附　則　（略）
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消防は、消防庁長官又は都道府県
知事の運営管理又は行政管理に服
することはない」（第三十六条）
と明記し、消防庁長官が都道府県
並びに市町村に対して、あるいは
都道府県知事が市町村に対して行
うのは「助言、勧告、指導」に限
ることを定めている（第三十七
条、第三十八条）。
①　このたびの広域化推進を図る
「広域化指針」や「推進計画」は
市町村が「参考」にするものとい
う前掲の政府（消防庁長官）答弁
に照らせば、市町村がそれに「服
する」ことを求められるものでは
ないと理解されるが、どうか。見
解を示されたい。
②　もし、「服する」ことを求める
とすれば、その根拠は何か。具体
的に示されたい。
③　「広域化指針」や「推進計画」
は、前記消防組織法第三十七条、
第三十八条の効力を有するもの
か。有するならば、「助言」「勧
告」「指導」のいずれにあたるの
か。
二　消防組織法第三十一条は「消防
の広域化は、消防の体制の整備及
び確立を図ることを旨として、行
われなければならない」とし、こ
れを受けて「基本指針」は「広域
化によって消防本部の対応力が低
下するようなことはあってはなら
ない」と述べている（同「指針」
一の２）。
　　ところが政府は、二〇〇〇年一
月、それまで市町村消防の最小限
の施設及び人員について定めてい
た「消防力の基準」の全部を改定
し、新たに「消防力の整備指針」
（以下「整備指針」）を定めた。こ
れにより、「最小限の基準」は
「目標とすべき消防力の整備水準」
とされたうえ、「施設に係る指針」
の項目の各所に「諸事情（地域に
おける、地勢、道路事情、建築物
の構造等の事情）を勘案した数と
する」という規定が持ち込まれ
た。その結果、整備すべき消防力
の「目標」さえ大きく減衰させる
ことに道が開かれた。
　　そうしたもとで、地域の消防に
責任を負う市町村が備えるべき消
防力をできるだけ早期かつ十全に
整備するための要となるのは、国

の適切な予算措置である。ところ
が、広域化を進めることによっ
て、人員や装備などに実体的な変
化はなくても、数字上で消防力が
「向上した」こととなったり、実
際は減少していても、数字上、従
前の水準が維持されたりする現象
が生じかねない。前掲の三重県松
阪地域の議会全員協議会でも同様
の問題が指摘されている。同地域
の広域化案で必要な「高度な車
両」（はしご車、化学消防車）の
最低二台は現松阪消防本部で充足
しているが、広域化により実質的
に水準が低下してもなお「充足し
ている」とするのか、という問題
である。
　　さらに深刻なのは、職員不足で
ある。総務省の資料によれば、全
国の職員の基準充足率は七五・五
％となっているが、地域の不均衡
に注目すると、事態は重大であ
る。たとえば中日新聞（二〇〇六
年七月九日付）の報道によると、
岐阜県の東濃・可児六市の充足率
は四四・八％～六五・一％であ
る。そのため、「整備指針」で消
防ポンプ自動車に搭乗する隊員数
は「一台につき五人」（特に条件
を備えている場合を除く）が原則
とされているが、実際、各地でそ
れを下回る「三人乗務」の体制の
まま出動させる状況が広がってい
る。
　　このように、現場の実態にそぐ
わない「数字合わせ」や机上のプ
ランによって消防力を「維持」し
たり、わずかな「改善」を成果と
することは、厳しく戒められなけ
ればならない。
　そこで質問する。
（１）政府は今後も「整備指針」を
完全に達成することを不動の方針
として堅持し、実行する立場であ
るか、どうか。

（２）全国各消防本部の消防力を、
「整備指針」に示す消防力に対す
る充足率で示されたい。その際、
警防要員、予防要員及び総務要員
のそれぞれの充足率も併せて示さ
れたい。

（３）消防職員は教員などとともに、
国が配置基準を定める地方公務員
であると理解しているが、現在、
その充足率が長期にわたり全国平

均で約七五％程度にとどまってい
ることはきわめて重大な問題であ
る。

①　職員充足率が低い水準で長年推
移している原因は何か。

②　これを一〇〇％にまで充実させ
る方針は今後も堅持するのか。

③　そのための具体的な方針はどの
ようなものか。

（４）市町村消防にかかわる予算の
要をなす地方交付税について質問
する。

①　消防関係費の算定基準を示され
たい。

②　その際、消防職員について一〇
〇％確保を前提にしているのかど
うか、算定の根拠及び方法、数値
を示されたい。

③　「整備指針」どおりに消防職員
を一〇〇％充足した場合に要する
地方交付税の額はいくらになる
か、今年度の数値で示されたい。

（５）総務省消防庁（消防広域化推
進本部）が示している「消防広域
化推進関係資料集」（二〇〇七年
四月）にある「将来人口減少に伴
う消防職員数の変化」について質
問する。

①　ここに掲げるＡからⅠの各消防
本部中にある消防職員数を、「整
備指針」で算定した場合の人員は
いくらになるかを示されたい。

②　右記ＡからⅠの消防本部が単一
消防本部となった場合の消防力に
ついて、広域化前と広域化後の対
比で示されたい。

三　人口三十万人規模の消防本部と
人口五万人規模の消防本部が「市
町村の広域化」により同一の消防
本部となった場合には、人口五万
人規模の消防職員の「階級」に変
動を生じることとなると思われる
が、どうか。あわせて、「階級」
の変動が生ずる場合の、消防本部
間の規模の格差に係る基準を示さ
れたい。

四　消防無線のデジタル化整備に
は、基地局及び移動局（消防自動
車積載無線、携帯無線等）等の更
新が必要となる。以下、関連して
質問する。

（１）都道府県を一つのブロックと
した場合のデジタル化基地局に要
する費用の概算及びその費用を負
担する機関を示されたい。
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（２）人口三十万人規模の消防本部、
人口五十万人規模の消防本部、人
口百万人規模の消防本部及び人口
二百万人規模の消防本部における

消防本部の、デジタル化に要する
費用の概算と内訳がどのように見
込まれているかを示されたい。

　右質問する。

衆議院議員佐々木憲昭君提出の市町村消防の広域化に関する
質問に対する答弁書

  内閣衆質一六八第二三三号
  平成十九年十一月二十七日

内閣総理大臣　福田康夫

　　　衆議院議長　河野洋平　殿

　衆議院議員佐々木憲昭君提出市町
村消防の広域化に関する質問に対
し、別紙答弁書を送付する。

 

一の（１）及び（２）について

　消防の広域化は市町村の自主的な
判断により行われるものであり、市
町村が消防の広域化を行わなかった
としても、そのことにより不利益な
扱いを受けることとなるものではな
い。
　また、消防の広域化は、その着実
な推進を図るため、平成二十四年度
までを当面の推進期間としていると
ころであるが、当該期限後の市町村
に対する援助の具体的内容について
は、今後、広域化の進捗状況等を踏
まえ、検討されることとなる。

一の（３）の①及び②について

　消防の広域化は市町村の自主的な
判断により行われるものであり、市
町村は消防組織法（昭和二十二年法
律第二百二十六号）第三十二条第一
項に規定する基本指針（以下「基本
指針」という。）及び同法第三十三
条第一項に規定する推進計画（以下
「推進計画」という。）に拘束される
ものではない。

一の（３）の③について

　お尋ねの「消防組織法第三十七
条、第三十八条の効力を有する」の
趣旨が必ずしも明らかではないが、

平成十九年十一月二十七日受領　答弁第二三三号

基本指針及び推進計画の策定は、消
防組織法第三十二条及び第三十三条
に基づき行われるものであり、同法
第三十七条及び第三十八条の「助
言」、「勧告」及び「指導」として行
われるものではない。

二の（１）並びに（３）の②及び③
について

　「消防力の整備指針」（平成十二年
消防庁告示第一号。以下「整備指
針」という。）は、市町村の消防に
必要な施設及び人員（以下「消防
力」という。）に関する具体的な水
準等を専門的・技術的観点から示し
ているものである。
　政府としては、各市町村が整備指
針の趣旨を十分理解し、整備指針に
定める消防力が確保されるよう、助
言や支援をしてまいりたい。

二の（２）について

　消防庁が実施している消防施設整
備計画実態調査（以下「実態調査」
という。）は、全国の消防力の整備
状況の実体把握を目的としており、
全国の数値を合計した場合の充足率
については公表しているが、個別の
消防本部の充足率については、放火
やテロ行為等を誘発するおそれがあ
ることから公表しない扱いとしてお
り、お示しすることは差し控えた
い。

二の（３）の①について

　全国の消防職員の充足率が七十五
パーセント程度で推移しているの
は、各市町村における厳しい財政状
況や行政改革に基づく定員管理等に
より、大幅な消防職員の増加が困難
なことによるものと考えている。

二の（４）の①について

　普通交付税の基準財政需要額にお
ける消防費の額は、地方交付税法
（昭和二十五年法律第二百十一号）
第十一条から第十三条までの規定に
基づき、各地方団体の人口の数に補
正を加え、補正後の人口に消防費の
単位費用である一万五百円を乗じる
ことにより算定している。

二の（４）の②について

　普通交付税の算定に用いる消防費
の単位費用は、消防職員数の実態を
踏まえて地方財政計画に計上した消
防職員数を基礎として、標準的な条
件を備えた人口十万人の地方団体に
おける消防職員数が百十九人である
ものとして積算している。

二の（４）の③について

　お尋ねの額を算定するためには消
防費の単位費用や補正係数を新たに
定める必要があるが、単位費用の積
算基礎のうち消防職員の増員に伴い
間接的に増加する費用の額等を見込
むことは困難であり、また、単位費
用が定まらない限り補正係数を定め
ることもできないことから、今年度
の数値をお示しすることは困難であ
る。

二の（５）の①について

　実態調査はおおむね三年ごとに実
施しており、平成十七年四月一日現
在における市町村ごとの整備指針に
基づく消防職員数については把握し
ていないため、お示しすることはで
きない。なお、平成十八年四月一日
現在のものについては把握している
が、個別の団体名が推測され得るた
め、二の（２）についてでお答えし
た理由により、お示しすることは差
し控えたい。

二の（５）の②について

　ＡからＩの消防本部は、将来の人
口減少に伴う消防職員数の推計を例
示するため管轄区域の人口規模別に
任意に抽出したもので、一道六県に
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所在するものであることから、これ
らの消防本部が広域化により一の消
防本部となることは考えられず、お
尋ねの対比をお示しすることは困難
である。

三について

　お尋ねの場合の広域化後の消防の
階級は、消防組織法第十六条第二項
の規定に基づき、広域化後の人口又
は消防吏員数を基準として、市町村
の規則で定めることとなるが、個別

の消防吏員にどのような階級を与え
るかは、当該消防吏員の職務、経歴
及び能力等を勘案し、市町村におい
て適切に判断されるものと考えてい
る。

四の（１）について

　デジタル方式の消防救急無線の基
地局の整備に要する費用は都道府県
及び市町村が負担することとなる
が、その額については、通信機器の
価格や消防本部の消防体制等費用の

算出に必要な情報が不足しているた
め、現時点で概算をお示しすること
は困難である。

四の（２）について

　消防本部におけるデジタル化に要
する費用についても、通信機器の価
格や消防本部の消防体制等費用の算
出に必要な情報が不足しているた
め、現時点で概算をお示しすること
は困難である。

衆議院予算委員会第２分科会（佐々木質問）

　次に、佐々木憲昭君。
○佐々木（憲）分科員　日本共産党
の佐々木憲昭でございます。
　きょうは、先ほども触れておられ
ましたが、消防の広域化の問題につ
いてお聞きしたいと思います。
　平成十八年施行の改正消防組織法
に基づきまして、今、消防の広域化
というのが進められております。市
町村消防の広域化については、広域
化に関する基本指針で、都道府県
が、遅くとも平成十九年度中には、
広域化対象市町村の組み合わせまで
含めた消防広域化推進計画というの
を策定するとされております。
　初めに確認をしたいんですが、現
在、全国で、推進計画を定めた県、
これは何県あるでしょうか。
○荒木政府参考人　お答えいたしま
す。
　平成二十年二月二十六日現在、長
野県及び千葉県の二県におきまし
て、広域化推進計画が策定されたと
ころでございます。
　その他の都道府県におきまして
も、市町村、消防関係機関、学識経
験者などから成ります協議機関を設
けまして検討を行うなど、計画策定
に向けまして鋭意取り組んでいると
ころでございます。
○佐々木（憲）分科員　この法制定
当時、総務委員会で、当時の消防庁
長官は、「広域化を強制するという
ことではない」、こういう答弁をさ
れています。そして、「法律の条文

上も、市町村は、「広域化を行おう
とするときは、その協議により、」
「計画を作成するものとする。」とし
ているところでございまして、その
趣旨をあらわしている」、こう述べ
ているわけですね。
　つまり、広域化を行うかどうか、
これはあくまでも市町村の自主的判
断で行うものであるという答弁だと
思いますが、これは間違いありませ
んね。
○荒木政府参考人　平成十八年の消
防組織法の改正は、消防防災体制の
充実強化を図りますため、市町村の
消防の広域化に関しまして、都道府
県、市町村、消防本部等の関係者が
十分に議論を行うための枠組みを準
備したものでございます。
　各市町村におきましては、みずか
らの地域の今後の消防防災体制のあ
り方について検討を行い、消防の広
域化を行うという判断に至った場合
には、関係市町村の協議によりまし
て広域消防運営計画を作成し広域化
を行うものであり、広域化を強制す
るものではないところでございま
す。
○佐々木（憲）分科員　火災などか
ら住民の生命、身体、財産を守ると
いうのが本来の消防のあり方であ
り、大変重要な役割だと思います。
　自分たちの町が広域化でこれから
どうなるのかということを決めるの
は、市町村、住民自身の判断が基本
であるということだと思います。

　昨年十一月、私も質問主意書を提
出いたしまして、政府から出た答弁
書では、消防広域化は市町村の自主
的な判断により行われるものとし、
その際、広域化の基本指針や推進計
画に各市町村は拘束されるものでは
ないということを明言しているわけ
であります。
　大臣、この答弁書、これは間違い
ございませんね。
○増田国務大臣　消防の広域化は、
市町村の自主的な判断ということで
ございまして、国の基本指針や、冒
頭お話がありました都道府県の推進
計画に拘束されるものではない、こ
ういうものでございます。
○佐々木（憲）分科員　そういうこ
とを踏まえますと、都道府県が推進
計画をつくったとしても、各市町村
にそれを押しつけるのではなくて、
広域化に参加するか否かというのは
それぞれの市町村の自主的判断であ
る、国も県もそれを保障する。大
臣、こういう理解でよろしいです
ね。
○増田国務大臣　これは、せんじ詰
めれば、広域化は市町村の自主的な
判断。ただ、私どもは、各市町村に
おいて、今後の消防力強化という観
点から、広域化ということについて
は積極的に検討を行っていただきた
い、そういうことを期待しておりま
すし、今真摯に検討が行われてい
る。
　こういうことでございますが、や
はり、地域に根差す、こうしたもの
でございますので、消防の広域化は
市町村の自主的な判断により行われ
るものである、こういうものでござ
います。
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○佐々木（憲）分科員　次に、火災
発生のメカニズムと対応という点に
ついてお聞きしたいと思います。
　例えば、ある木造住宅から火災が
発生した場合、放置しておくと、全
焼するまでに何分程度かかるもの
か。また、それに間に合うように消
火活動を行うとすると、発生後何分
以内に消火活動を開始すればいい
か。この点、基本的なことですが、
お聞きをしておきたいと思います。
○荒木政府参考人　お答えします。
　お尋ねがございました、住宅火災
が全焼するまでの時間でございます
が、なかなか難しい問題かと思いま
すが、住宅の規模や構造、出火場所
や住宅の中の収容物、どんな家具が
あるかというような、その収容物、
あるいはそのときの気象条件、こう
いったことによりましてかなり左右
されることから、一義的にお答えす
るのはなかなか難しいのではないか
と思います。
　しかしながら、一般的に、先着の
消防隊が放水を開始するまでの所要
時間が六分半を超える状況になりま
すと、急激に延焼率が高まるという
ことがございまして、火元建築物一
棟の独立火災にとどめるためには、
消防隊は出動後六分半以内に消火活
動を実施することが望ましいという
ことで、消防庁が定めております消
防力整備指針におきましては、これ
をもとに署所の配置等の基準を定め
ているところでございます。
○佐々木（憲）分科員　住宅が密集
しているようなところで火災が発生
した場合に、風下に延焼するという
場合、どういうメカニズムになるの
か。それから、四方面に延焼すると
いう場合はどういう状況なのか。あ
るいは、フラッシュオーバーという
ようなことも聞きますけれども、そ
れは一体どういう現象で、何分ぐら
いそれに至るまでかかるのか。その
辺のことについてお聞きしたいと思
います。
○荒木政府参考人　火災の延焼現象
でございますが、これは、熱が伝わ
る輻射、輻射熱によるもの、また炎
が接する接炎、それから火が飛び散
る飛び火、こういったものによりま
して、あるいはまたこれらの組み合
わせによって生じるものでございま
す。

　一般的に、住宅が密集している地
域におきましては、隣接した建物と
の間隔が狭く、また、旧来の裸木造
の住宅、木が外へ出ている古来の日
本の木造建築、こういった住宅など
の防火性の低い建築物から延焼して
いくということが推測されるところ
でございます。
　次に、フラッシュオーバーについ
てのお尋ねがございましたが、これ
は爆発現象の一つでありまして、火
災の初期の段階で発生した多量の可
燃性ガスが室内に充満しているとこ
ろに、例えばドアをあけて空気が一
気に流れ込む、そういったことによ
りまして室内の空気が一定以上にな
りましたときに爆発的に燃焼が起こ
りまして、極めて短時間で部屋全体
が炎に包まれる、この現象を指して
言います。
　着火してからフラッシュオーバー
までの時間の長短につきましては、
内装材料の種類、室内の可燃物品の
量、空気の流入条件等によりまして
大きく異なるところでございます
が、目安として申し上げますと、ベ
ニヤ等の可燃内装材で三分程度、難
燃合板等の燃えにくい材料である難
燃材の場合ですと四分から五分ぐら
い、石こうボード等の不燃材などで
すと六分ないし八分とされていると
ころでございます。
○佐々木（憲）分科員　延焼する場
合、風下の住宅、それから隣接する
四方面に延焼する、この場合は、時
間はどの程度と一般論で考えられて
いますか。
○荒木政府参考人　現在、手元に具
体の資料を持ち合わせておりません
が、一般的に申しまして、建物との
間隔、それと風向、さらには風下に
あります建物が先ほども申しました
ように燃えやすい建物かどうか、そ
れによっても異なりますので、いろ
いろなケースに応じて、それぞれ具
体のケースごとにかかる時間は検討
する必要があろうかと考えます。
○佐々木（憲）分科員　私が聞いて
いるところによりますと、一般的に
は、二方面に延焼する場合は八分ぐ
らいだとか、あるいは四方面で十一
分ぐらいだとかという数字を聞きま
すが、大体そんなふうな理解でよろ
しいですか。
○荒木政府参考人　先ほども申しま

したように、消防力の基準で根拠に
しています六分半というのがござい
ましたが、これまでの経験等を踏ま
えましてその時間を一つの目安にし
ておりますが、それから考えまして
も、今委員の御指摘の時間はある程
度現実的なものではないか、このよ
うに思うところでございます。
○佐々木（憲）分科員　消防力の整
備指針というものに基づいて今説明
をされていると思いますけれども、
火災発生から六分半以内で消火活動
を実施しなければならない。それか
ら、八分以内に周辺の建物の延焼を
防止するために、一消防自動車から
同時に二線のホースを延長し、二方
向の延焼防止を可能とするため、一
消防自動車の隊員を五名というふう
に規定している。これは間違いあり
ませんか。
○荒木政府参考人　そのとおりでご
ざいます。
○佐々木（憲）分科員　火災現場で
の指揮系統の問題ですけれども、現
場で、消防署、それから消防団、そ
れが同時に消火に当たるという場
合、指揮系統というのはどのように
なりますでしょうか。
○荒木政府参考人　火災その他の災
害時の消防活動を迅速かつ効果的に
行いますためには、消防機関相互の
指揮命令系統を一元化しておくこと
が必要でございますことから、消防
組織法第十八条第三項の規定では、
「消防団は、消防長又は消防署長の
所轄の下に行動する」とされている
ところでございます。
　これを踏まえまして、各消防本部
や消防学校におきましては、消防団
を含めた訓練、研修等に日ごろから
取り組んでいるところでございま
す。
○佐々木（憲）分科員　統一した指
揮下で両方とも行動する、こういう
理解でよろしいですね。
○荒木政府参考人　そのとおりでご
ざいます。
○佐々木（憲）分科員　そこで、広
域化との関連でお聞きをしますけれ
ども、広域化によって消防署が広域
的統合をされるのか、消防本部が統
合されるのか。それから、消防団と
いうのはその際どのようになるの
か。この関係についてお聞きしたい
と思います。
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○荒木政府参考人　消防団につきま
しては、市町村消防の広域化がされ
た場合にも広域化の対象とはされて
おりませんで、市町村ごとの設置が
基本となりますため、広域化後の消
防本部と消防団の緊密な連携を確保
することが必要であるというふうに
考えております。
○佐々木（憲）分科員　消防本部と
いうものが、例えば自治体にそれぞ
れ一つずつある、それが、三つの自
治体が広域化で統合された場合、消
防本部はどこか一つに統合される。
　そうしますと、消防団はそれぞれ
の地域で従来どおり活動するという
ことになりますと、日常的な連携と
いうものが薄れてくるのではない
か、火災発生の際の連携というのは
うまくいくのかどうか、疑問に思う
わけです。現場に直ちに駆けつける
ということが可能なのかどうか。こ
の点、お聞きしたいと思います。
○荒木政府参考人　消防の広域化が
推進されます際に、ただいま委員の
御指摘のありました点は極めて重要
な点でございますので、そのため
に、例えば、常備消防の管轄区域内
の複数の消防団の団長の中から連絡
調整担当の団長をあらかじめ指名す
る、あるいは各消防団と常備消防と
の合同訓練等を実施する、さらには
各消防署に管轄区域の消防団との連
絡調整担当を配置することや定例的
な連絡会議を開催する、こういった
方策を地域の実情に応じて積極的に
講じていくことが必要であると考え
ております。
○佐々木（憲）分科員　先ほど火災
発生のメカニズムについてお聞きし
たわけですが、六分半以内に駆けつ
けることが必要であると。そういう
状況が求められているにもかかわら
ず、広域化されて、消防本部が遠い
ところに移る。
　その場合、今、連絡調整をどうす
るとか、合同訓練だとか会議だとか
いろいろ言われました。それはそれ
で必要なことかもしれませんが、問
題は、火災が発生したときに直ちに
現場に駆けつけて対応する、しか
も、統一的な指揮のもとでそれをや
らなければならない。しかも、短時
間ですね、六分半以内というのは。
　そういう状況を考えますと、広域
化することが、短時間で駆けつける

ということと相反する方向に行くの
ではないか。広域化すれば、広い地
域だから消防車がたくさん現場に駆
けつけることができる、今まで一台
だったのが、三台も五台も行ける
と。しかし、問題は時間ですから、
時間に間に合うように行けるという
のはその近くにいなければいけない
わけです。その辺の対応が私は非常
に問題になってくるというふうに思
いますが、いかがでしょうか。
○荒木政府参考人　ただいまの御懸
念の点でございますが、消防の広域
化が図られます際に、ぜひ御理解い
ただきたいのは、現在あります消防
署あるいは支署、これについては、
基本的には従前どおりということで
御認識いただきたいと存じます。し
たがいまして、御心配いただいてい
ます、駆けつける時間が長くなる、
そういったことは現実には起こり得
ない。
　むしろ、先ほど来申しております
ように、指揮命令系統が一元化され
ますし、今委員からもお話ございま
したように、駆けつける消防車の数
も、今までですと、別の市町村です
から、別の本部でありますと広域応
援という形になりますが、広域化さ
れますと、指揮命令が一つですか
ら、本部からの指令で一斉に近隣の
消防車が駆けつけるということであ
りますので、火災があった際の初期
消火の時間が延びることはありませ
んし、初期消火のパワーがアップす
るということに多くの地域でなって
くると思いますので、私ども、この
消防の広域化は、地域住民の生命、
身体、財産をしっかり守る上で極め
て意義のある有効なものであるとい
うふうに考えているところでござい
ます。
○佐々木（憲）分科員　問題は、そ
の地域の消防力というものがしっか
りと強化されているかどうかという
のが基本だと思います。
　広域化したら何かうまくいくとい
うものではないと思うんですね。六
分以内に駆けつけなきゃならぬとこ
ろを、遠いところから二十分で駆け
つけたって、これは意味がないわけ
ですから。そういう点でいいます
と、その地域の例えば消防団、先ほ
ども少し議論がありましたが、これ
をどれだけしっかりしたものにして

いくか、その支援というものがどう
か、これが非常に大事だと思うんで
す。
　そこで確認したいんですけれど
も、消防団の現在の人数、それから
過去最高時はどのぐらいいたか、そ
の数字を確認しておきたいと思いま
す。
○荒木政府参考人　消防団員の数で
ございますが、平成十九年四月一日
現在で全国で八十九万二千八百九十
三人でございます。
　過去のピーク時でございますが、
私が今現在手元に持っております資
料が昭和三十一年までのものでござ
いますので、この資料では昭和三十
一年がピークでございまして、百八
十三万人でございます。後ほどまた
御報告させていただきますけれど
も、昭和二十年代後半では、二百万
人を超えている時期がございまし
た。
○佐々木（憲）分科員　過去最高が
昭和二十年代後半で二百万人を超え
ていた、現在八十九万というのは、
地域の消防力という観点からいいま
すと非常に後退していると思うんで
すね。
　そこで確認ですが、人口に対する
消防団員の比率、これを確認したい
と思います。
　例えば、消防が常備されていない
町村、この人口比はどうなっている
か。それから、消防が常備されてい
る市町村の場合、一万人未満の人口
のところ、それから一万人から二万
人、二万人から十万人、十万人から
百万人、それから政令指定都市、そ
れぞれの、概数で結構です、推計で
結構ですが、比率をお答えいただき
たいと思います。
○荒木政府参考人　住民基本台帳人
口に対します消防団員の比率でござ
いますが、平成十九年四月一日現在
で申し上げますと、この数字はまだ
精査中でございますので速報的なも
のということでお聞き取りいただき
たいと思いますが、まず、消防が非
常備の町村につきましては四・三％
程度。消防が常備の市町村につきま
しては、人口段階別に申しますと、
人口一万人未満の市町村では三・〇
％程度、人口一万人以上二万人未満
では二・一％程度、人口二万人以上
十万人未満では一・二％程度、人口

消防広域化パンフ.indb   35 2008/08/20   14:12:44



��

資料編

十万人以上百万人未満では〇・四％
程度、政令指定都市では〇・二％程
度。総平均、全国平均ですと〇・七
二％という状況でございます。
○佐々木（憲）分科員　今数字を確
認したんですが、やはり小さな自治
体ほど消防団員の比率というのは非
常に高いわけですね。全国的には非
常に後退しておりますけれども、し
かし、地域を支える消防団の役割と
いうのは弱小の自治体になればなる
ほど大変大きなものがあるというこ
とが確認できると思うんです。
　消防力の現状を考えますと、消防
団あるいは地域の消防署の職員、そ
の人員の確保とか能力の向上という
のは非常に大事だというふうに思い
ます。そこで、私は昨年の質問主意
書で確認したんですけれども、政府
の答弁で、「整備指針に定める消防
力が確保されるよう、助言や支援を
してまいりたい。」こういうふうに
答弁されました。
　現在充足率が一〇〇％に達してい
ないと思いますけれども、この充足
率が今どのぐらいあるのか、それか
ら、達成するための方策、これは一
体どう考えているのか。その原因と
方策についてお聞きしたいと思いま
す。
○荒木政府参考人　消防力の整備指
針に対します消防職員の充足率につ
きましては、七五％程度で推移をし
ている状況でございます。平成十八
年四月一日現在で申しますと七六％
でございます。
　このような状況でございます背景
としましては、各市町村における厳
しい財政状況や行政改革に基づく定
員管理等により、大幅な職員の増加
を図ることが困難なことによるもの
と考えているところでございます。
　しかしながら、地方公務員全体の
数が平成十四年から平成十九年の間
に六・一％減少している中で、消防
職員につきましてはこの間に一・九
％増加を見ているところでございま
して、大変厳しい財政状況の中でご
ざいますが、地域の安全、安心を守
るために、各市町村におきまして
も、消防行政への担当する職員の配
置につきましては十分な配慮をして
いただいている、努力をいただいて
いるところという認識を持っており
ます。

○佐々木（憲）分科員　これは、公
務員が減らされているのも問題です
けれども、消防団のふえ方といって
も微々たるものなんですよ。充足率
が七五％程度という状況は、やはり
私は非常に重大な事態だと思いま
す。これをどういうふうに高めるの
か。
　大臣、充足率がこの程度だという
理由、これは財政力というのが非常
に大きな要因となっているのではな
いかと思いますが、いかがでしょう
か。
○増田国務大臣　やはり消防職員、
消防団員の数をきちんと確保して、
そして地域の消防力を向上させなけ
ればいかぬ。その意味で、各市町村
もいろいろ努力をしていただいてお
りますが、近年、特に今御指摘をい
ただきました非常に人口の小さなと
ころでの、市町村、特に町村です
ね、そうしたところの財政状況が大
変厳しくなっている。これは交付税
が急激に減ってきているということ
にもあらわれているわけでございま
すが、大変厳しい状況であるという
ことは私どもも認識をしております
ので、この点については、今回も交
付税を久方ぶりに増額いたしました
が、そういったようなことによって
こうした一般的な防災あるいは治安
などに関係してくる部分については
私どももきちんと見る、こういう必
要があるというふうに思っていま
す。
　この点は重々認識をしております
ので、今後もそうしたことについて
努力をしていきたいと考えます。
○佐々木（憲）分科員　例えば、具
体的な例で申し上げますと、鈴鹿市
の消防署の場合、各分署では、救急
車の出動が一日数回ある。必ず三人
が乗車します。しかし、そのときに
火災出動が重なる場合、消防車一台
に二人しか乗れない、また消防車が
出せない事態も起こる。あるいは、
岐阜県の東濃・可児六市の充足率で
いいますと、四四・八％から六五・
一％。そのため、整備指針では一台
につき五人とされていますけれど
も、三人体制という出動が広がって
いる。こういう状況なんですね。
　ですから、整備指針で一台五人と
いうのは、これはもう消火活動の基
本なんです。それが大幅に欠けてし

まいますと、三人とか二人、これ
は、先ほど時間が、仮に六・五分以
内に着いたとしても、十分な消火活
動ができないということになりま
す。
　それから、消防団の方も、これも
先ほどの御答弁にありましたように
非常に重要でありまして、財政基盤
が弱い町村の育成強化という点につ
いては特別の予算措置、これがやは
り求められるというふうに思います
が、大臣の決意、予算の面での支援
というのを、ぜひ答弁をお願いした
いと思います。
○増田国務大臣　特に消防力の関係
につきましては、やはり防災という
観点からも大変重要でございます
し、これまでいろいろな面で環境の
整備に努めてまいりました。
　さらに、財政の関係ですね。財政
の関係も、私は、特に財政力の弱い
ところでこうしたところに不安が出
てくるというのは、やはり住民の皆
さん方にとりましても大変心配だろ
うと思いますので、今回交付税等の
増額等も行われました、なおそうし
た面についての手当てというのは、
地域の実情をさらによく踏まえた上
でいろいろ努力をしていきたい。
　やはり、こういった防災関係につ
いてきちんとした対応をとるという
ことが大変重要でございますので、
その点についてはなお一層努力を図
っていきたい、このように考えま
す。
○佐々木（憲）分科員　広域化とい
うところに力を入れるよりも、私
は、むしろ消防団とか消防署の、地
域の、特に弱小自治体のなかなか財
政力が伴わないところに国はもっと
力を入れるべきだという点を最後に
強調して、質問を終わらせていただ
きます。
　ありがとうございました。
○田野瀬主査　これにて佐々木憲昭
君の質疑は終了いたしました。
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蒲郡市19年度3月議会日恵野質問

〇伊藤勝美副議長　休憩前に引き続
き、会議を開きます。
　次に進行いたします。
　日恵野佳代議員。
〇日恵野佳代議員　議長に発言の許
可をいただきましたので、通告の順
に一般質問を行います。
　初めに消防の広域化について伺い
ます。
　消防の広域化については新聞にも
大きく取り上げられ、市民の関心が
高いことを示しています。私は地域
の新年会、老人クラブ、総代さんた
ちに消防広域化の案を説明してきま
した。どこでも広大な東三河で１つ
の消防本部にすることは心配だと言
われます。
　政府は一昨年５月に消防組織法を
改正し、消防の広域化を推進するこ
ととしました。しかし、ことし、
2008年２月26日現在、全国都道府
県のうち長野県と千葉県で広域化推
進計画が作成されたに過ぎません。
これは安全な市民生活に直結する自
分たちのまちの消防体制を変更する
には解決しなければならない問題が
多く、簡単には進まないことを示し
ています。
　愛知県においてはまだ広域化推進
計画が決定されていません。日本共
産党蒲郡市議団は２月６日、愛知県
の広域化推進計画及び広域消防運営
計画が策定されていない段階で、市
長に対し消防広域化に同意しないよ
う申し入れを行いました。市長は愛
知県広域化推進計画（案）に対し
て、「広域化には市民サービスの向
上がなければならない」と表明した
ことが土屋議員への答弁で明らかに
されました。ここで回答全文を読み
上げていただくようにお願いしま
す。
〇伊藤勝美副議長　消防長。
〇宮瀬慈紀消防長　全文ですか。
〇日恵野佳代議員　はい。
〇宮瀬慈紀消防長　「消防広域化の
再編が新聞紙上等、メディアによる
公表や一部の広域化反対派による市
民への新聞折り込み等により、市民
は蒲郡消防の行方に不安を募らせて

いるのが現状であります。愛知県の
示す消防広域化推進計画（案）の組
み合わせについては、協議の場には
参加するが市民サービスの向上に寄
与しなければ広域化には反対であ
る」。
　以上でございます。
〇伊藤勝美副議長　日恵野佳代議
員。
〇日恵野佳代議員　ありがとうござ
いました。次に、火災の燃え広がり
方について、具体的な事例で消防長
に確認をしてまいります。
　標準的な木造２階建民家から出火
した場合、建物全体に火が回るフラ
ッシュ・オーバー現象は一般的には
７分以内に発生すると認識していま
すが、その認識でよろしいでしょう
か。
〇伊藤勝美副議長　消防長。
〇宮瀬慈紀消防長　はい、そのとお
りでございます。
〇伊藤勝美副議長　日恵野佳代議
員。
〇日恵野佳代議員　ありがとうござ
います。それでは、続けて延焼につ
いて確認をしておきます。
　以前にも使ったパネルです。ごら
んください。この真ん中の建物が出
火をしています。この絵によると多
分風が下の方から吹いているように
火が渦を巻いています。この場合に
出火建物に隣接している２方面、風
の向きからいうとこれとこれだと思
いますけれども、この２方面に延焼
する時間は８分、隣接する４方面、
全部ですね、これに延焼する場合に
は11分と認識しておりますが、そ
れでよろしいですか。お答えくださ
い。こちらの人にもちょっと見せま
す。この図です。お願いします。
〇伊藤勝美副議長　消防長。
〇宮瀬慈紀消防長　はい、そのとお
りでございます。
〇伊藤勝美副議長　日恵野佳代議
員。
〇日恵野佳代議員　今の消防長の答
弁によって時間がたつほど火事が大
きくなり、被害が広がることが確認
されました。

　続けて消防長にお伺いします。広
域化すると、火災の際に一斉に近隣
の消防署からも駆けつけるので、初
期消火がパワーアップすると国は説
明しています。仮に三谷地域で火災
が発生し、広域化によって豊橋から
も消防自動車が来る場合、三谷に最
短距離にある前芝の出張所から緊急
走行で20分前後、豊橋中消防署か
らは30分はかかると思われますが、
この認識でよろしいでしょうか。お
答えください。
〇伊藤勝美副議長　消防長。
〇宮瀬慈紀消防長　交通事情のぐあ
いもありますが、おおむねその程度
だと思っておりますが、仮に豊橋と
いうより、隣の豊川、御津にも消防
がございますので、そちらの方から
も来る可能性があります。
　以上です。
〇伊藤勝美副議長　日恵野佳代議
員。
〇日恵野佳代議員　はい、ありがと
うございます。それは当然です。市
民は火災が発生したときはすぐに必
要な数の消防自動車が駆けつけ、消
火してくれることを望んでいます。
今の消防長の答弁によって、20分
や30分後にたくさんの消防隊が到
着しても、被害の軽減には役立たな
いことを指摘しておきます。広域化
すれば単純にメリットがあるという
ものではありません。遠くの消防よ
り地域の消防署、消防団の充実が必
要です。
　次に市長に消防署と消防団につい
て伺います。
　蒲郡市の消防体制は１消防署・２
出張所の常備消防と、９分団27班
362名の団員からなる消防団によっ
て構成をされています。蒲郡市の消
防体制上の要職である消防長と消防
団長は市長が任命することになって
います。これは市長の消防責任と市
長の消防の管理を行うための法規定
と理解していますが、そのとおりで
しょうか。お答えください。
〇伊藤勝美副議長　市長。
〇金原久雄市長　はい、そのとおり
であります。
〇伊藤勝美副議長　日恵野佳代議
員。
〇日恵野佳代議員　ありがとうござ
います。今の答弁で明らかになった
ことは、蒲郡市の消防は消防署と消
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防団が一体となって市民を守る体制
になっていることです。そして、実
際の火災等の災害に対して、現在は
消防署と消防団が一体となった統一
した指揮系統によって活動していま
す。
　消防長に改めて確認します。広域
化になれば消防署は広域化に移行
し、消防団は市に残ることになるの
ですね。
〇伊藤勝美副議長　消防長。
〇宮瀬慈紀消防長　はい、そのとお
りです。
〇伊藤勝美副議長　日恵野佳代議
員。
〇日恵野佳代議員　今の消防長の答
弁によって、消防の広域化が実現す
ると消防署と消防団が組織的に分断
され、火災等の災害現場において統
一的指揮のもとに活動することが困
難になると予測されます。
　さて、12月議会で私は市長が県
に回答を出す前に議会や消防職議員
に説明をし、意見を聞くべきと申し
上げました。しかし、いまだに説明
がありません。
　市長に伺います。広域化を決定す
る手順は、愛知県広域化推進計画が
作成されますと、広域消防運営計画
を2013年３月末日までをめどに作
成し、広域化に参加する場合、広域
消防運営計画を吟味して、議会の議
決によって決定すること、すなわち
新しい地方自治体に本市の事務の一
部を移管する場合、議会の議決が地
方自治法上必要なってきます。
　また、増田総務大臣は２月27日
の衆議院予算委員会第２分科会にお
いて、我が党の佐々木憲昭議員との
質疑において、「市町村は都道府県
の推進計画に拘束されるものではな
い。広域化は市町村の自主的な判
断。今後の消防力強化という観点か
ら積極的に検討を行っていただきた
い」と答弁しています。この議論で
明確になっていることは、すなわち
広域化推進計画及び広域消防運営計
画作成の協議に参加したとしても、
このことをもって広域化参加の意思
決定ではないということです。これ
について、市長のご認識をお答えく
ださい。
○伊藤勝美副議長　市長。
○金原久雄市長　あくまでも市町村
の自主的判断であると言われます

が、かつて合併の議論のときにもス
タートはそうでありましたが、最後
は１万人以下は早くやれというよう
な事実もあります。
　そこのところを見きわめながら判
断したいと思っております。
○伊藤勝美副議長　日恵野佳代議
員。
○日恵野佳代議員　ちょっとよく理
解をしていただけなかったような気
がするのですが、協議に参加するこ
とと広域化決定はイコールではない
ということが国会でも確認されてい
ますので、その後どうなるかという
話ではないのです。今現時点で市長
は協議に参加するということを県に
対して表明をされていますが、それ
がイコール広域化決定ではないとい
うことを確認したいと思います。
○伊藤勝美副議長　市長。
○金原久雄市長　先ほど冒頭に文書
で答えたのを全文、消防長が読み上
げました。あのとおりであります。
○伊藤勝美副議長　日恵野佳代議
員。
○日恵野佳代議員　ありがとうござ
います。協議に参加することが広域
化に参加する決定ではないというこ
とを確認いたしました。
　市民の中には「協議に参加する」
と市長が返事をしたと聞いて、「広
域化を決定したのか」と誤解をして
みえる方がありました。市民の代表
である議会にも全く説明をしないの
が誤解のもとです。議会及び消防職
員に説明する予定について、改めて
伺います。
○伊藤勝美副議長　消防長。
○宮瀬慈紀消防長　12月議会でご
答弁申し上げた説明をするというこ
とについて、約束をたがえてしまっ
たということについては、まことに
申しわけないと思っております。
　ただ１点、１月25日から２月26
日までに愛知県が広域化に対するパ
ブリック・コメントをやっておりま
す。その資料と私どもが持っている
資料と全く同一でございましたの
で、それ以上の資料がないというこ
とで説明は特に行わなかったという
ことでございます。ただ、市民の
方々に対して説明というよりは、３
月１日号におきまして広報に広域化
のことを載せさせておりますので、
その辺は一般の市民の方もそれなり

の、理解ということまではいかない
けれども、広域化についてのこうい
う話があるというようなことの周知
はしてきたつもりでございます。
　今後のことにつきましては、愛知
県が案をとりました推進計画が決ま
りまして、しかるべき時期には説明
をしたいと思います。それにつきま
しては、その部分について、こうい
うふうになりましたということでは
なくて、将来に向かって協議をどの
ようにするかというような目鼻が立
ったときをめどと考えております。
　以上です。
○伊藤勝美副議長　日恵野佳代議
員。
○日恵野佳代議員　パブリック・コ
メントがあるから全然、説明をしな
いでいいというのは理由になりませ
ん。豊橋市議会においても議員に対
して県の資料と、市長が県にどうい
う返事をしたかという資料を事前に
配って説明会を持っているのです。
　広報に載せていただいたというこ
とと、一定話が今後どういうふうに
やっていくかということで説明をし
ていきたいということですので、そ
こに話を移したいと思います。
　広域の協議の持ち方、それから情
報公開について伺ってまいります。
　広報消防運営計画によって何を計
画するかですが、愛知県消防広域化
推進計画について、報告案には市町
村の防災にかかる関係機関相互の連
携の確保に関する事項、必要な消防
力の整備計画、出勤態勢、これはち
なみに東三河の５消防本部の出勤態
勢は同じものはありません。消防団
との連携、経費負担等13項目が挙
げられています。しかも策定に当た
っての課題として、地形や市町村の
位置関係、奥三河、新城から渥美半
島、蒲郡までの地形や位置関係で
す。山間部、離島、人口・面積規
模、財政力、都市構造、消防体制の
違いに配慮した組織・運営体制、消
防署所の配置など消防力の現行維持
や現行水準以上の消防体制の充実強
化など９項目が挙げられています。
これらをすべて検討・調整して市民
の安全を守る消防がいかにあるべき
かを検証し、広域消防に参加、不参
加を最終的に議会で決定していくこ
とになります。この検討は市民生活
に極めて直結しているものであるた
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め、市役所の担当職員が市民の見え
ないところで事務的机上で行うもの
ではないと考えます。そこで市長に
お伺いします。
　広域消防運営計画の協議に参加す
る場合、徹底した情報公開と市民の
参画、例えば消防団や消防職員、地
域住民、消防防災、医療関係者等に
よる公開の蒲郡市広域消防運営検討
委員会などが必要と考えます。市長

のご見解を伺います。
○伊藤勝美副議長　市長。
○金原久雄市長　そのようになるか
と思います。
○伊藤勝美副議長　日恵野佳代議
員。
○日野恵佳代議員　ありがとうござ
いました。蒲郡は豊かな自然を持
ち、歴史、文化、観光、産業が存在
をしています。かけがえのない市民

の生命、身体、財産を火災等の災害
から守るため、私たちの先人は消防
団を初めとする地域の消防防災コミ
ュニティを築き、大事にしてきまし
た。日本共産党は市民の皆さんとと
もに蒲郡を守り、発展させるため
に、地域の消防力の強化にこれから
も全力を尽くすことを申し上げて、
消防の質問を終わります。
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都道府県消防広域化推進計画の策定状況について
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消防職員ネットワークから
自治労連への市町村「消防広域化」について（要請）

2007年10月13日

日本自治体労働組合総連合
委員長　大黒　作治　様

　　　　　　消防職員ネットワーク
　　　　　　会長　菅沼　宏之

　政府は、「消防の広域化」に関す
る消防組織法の改正を昨年６月６日
に実施しました。現在、この法律に
よって全国の都道府県において、市
町村消防の合併案が作成されている
ところです。
　政府は、総務省消防庁に消防広域
化推進本部を置き、全国に担当者を
配置して強引に推進しようとしてい
ます。この手法は、「平成の大合併」
を勧めた住民無視の強引なものと同
様です。
　政府は、「消防の広域化」によっ
て、①住民サービスの向上、②消防
体制の効率化、③消防体制の基盤の
強化のメリットを宣伝しています。
そして、広域化が行われれば、消防
力が強化され1消防隊の編成人員が
5名になり、消防車両も充実するよ
うに宣伝しています。
　しかし、その中身は、現有消防力
60数パーセントの消防本部が合併
しても広域化後の地域の消防力は
60数パーセントに変わりはありま
せん。また、広域化後の遠方の消防
署（所）から火災現場に20分～ 60
分後にはしご自動車が到着しても、
すでに火災による被害の軽減を行う

ことはできません。現に、愛知県の
衣浦東部消防連合は広域化後の消防
職員数が減少し、一宮市消防本部に
おいては、合併後警防要員が減少し
ています。また、消防自動車の更
新・購入も広域化のために、控える
ことも発生しています。
　「消防の広域化」は、低い消防力
を固定化するもので市民の安全を守
る消防力の充実の声に逆行するもの
です。
　また、消防は火災を消火するだけ
のものではなく、住民と密着して火
災予防及び地震等に備える防災体制
を確立する重要な役割を担っていま
す。「消防の広域化」は、一部事務
組合、広域連合又は事務委託の形態
となり「消防広域」議会は、市町村
議会と異なり住民の意思が反映する
ことが困難になります。「消防の広
域化」は、住民生活から消防を遠ざ
けるものとなり、市民の生命・身
体・財産を火災等の災害から守る妨
げになります。
　「消防の広域化」については、都
道府県から示された合併案に対し
て、市町村長は議会を経て態度を決
定することが求められます。消防組
織法において、日本の消防は自治体
消防の観点から「市町村の消防は、
消防庁長官又は都道府県知事の運営
管理に服すことはない」（消防組織
法第36条）と定められています。
さらに、消防庁長官および都道府県
知事の「合併案」は、消防組織法上
の「勧告」（同法37・38条）に過ぎ

ません。「消防の広域化」について
の意思決定権は住民にあります。住
民生活に密着した消防のありかたを
決定する主体は住民にあります。
　一方、都道府県知事から示された
合併案に対する市町村議会の審議の
なかで、市町村消防に関する責任は
当該市町村長にあることを改めて確
認し、市民の安全を守る消防力の充
実を明確にし、市民主体の消防体制
のありかたを考える契機ともなりま
す。
　また、「消防の広域化」には、消
防団の広域化は含まれていません。
消防団員は、消防職員同様「自分た
ちの街は自分たちで守る」使命感に
より運営されているため、政府をし
て、消防団は「消防の広域化」に馴
染まないとしています。地域愛に根
ざした、言わば保守的といわれてい
る消防団員、および地域の安全を願
う広範な人たちと共同して、「消防
の広域化」を止めさせ、消防力充実
を目指す大きな力を結集する可能性
を秘めています。
　ここに、消防職員ネットワーク
は、日本自治体労働組合総連合に下
記のとおり要請します。

記
１、消防の広域化について、ビラ・
パンフレット等を共同して作成し
て、その本質を広く国民に知らせ
る。

２、消防の広域化」について、勉強
会・シンポジューム等を共同して
開催し、「消防の広域化」の本質
並びに住民のための消防体制の整
備について理解を深める。

３、地方議会に共同して要請し、
「消防の広域化」を止めさせ、消
防力の充実を進める。

消防職員ネットワークから自治労連への
「消防職員の団結権保障の早期実現について

　13日、消防職員ネットワークが
「消防の広域化」問題で申し入れ

　13日（火）「消防職員ネットワー
ク」の菅沼宏之会長から自治労連に
「消防の広域化」問題で①「ビラ・

パンフ」を共同で作成し広く国民に
知らせる、②「消防の広域化」の学
習会・シンポの共同開催、地方議会
への要請、③「消防の広域化」スト
ップと消防力の充実を進めるという
３点について共同の申し入れがあり
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ました。この申し入れには、菅沼会
長以外に愛知県本部の柳副委員長が
同道し、自治労連側は、大黒委員長
のほか担当の江花中執、松尾中執、
泉書記が同席しました。
　「消防の広域化」については、昨
年６月の消防組織法「改悪」に基づ
いて現在、全国の都道府県で市町村
消防合併案が作成されています。政
府は、「消防の広域化」によって消
防体制の効率化や基盤強化のメリッ
トを宣伝していますが、現在の国の
基準である「消防力整備指針」で定

められている消防車１台５人乗務に
対して2、３人乗務が現状で「災害
に対応できない」という現場から
は、火災出動体制への不安がありま
す。広域化後の遠方の消防署から火
災現場に20 ～ 60分後にはしご車が
到着しても火災被害の軽減を行うこ
とはできません。また、消防は、火
災を消火するだけのものではなく、
住民と密着して火災予防および地震
等に備える防災体制を確立する重要
な役割を担っています。今回、政府
がなじまないとして「広域化」の対

象にしていない地域消防団の人々と
の共同も重要となります。
また、10月の行革推進本部専門調
査会報告では、消防職員の団結権問
題について、両論併記・先送りとな
っています。
　要請を受けて大黒委員長は、「広
域化は住民にとっても重要な課題で
あり、団結権問題とあわせて共同の
とりくみで大きな運動にしていく必
要がある。自治労連としても力を入
れた取り組みにしたい。ともにがん
ばりましょう」と応じました。

自治労連書記長声明「労働基本権の前進的専門調査委員会
報告を受け、全面的な回復に向けての取り組みを強めよう」

2007年10月22日
（談話）
　　　　日本自治体労働組合総連合
　　　　書記長　野村　幸裕

１　行政改革推進本部専門調査会
（以下「専門調査会」と略す。）は
10月19日、「公務員の労働基本権の
あり方について」の最終報告をまと
め、渡辺行革大臣に提出した。
　報告は、公務員労働者の労働基本
権付与について、改革の必要性及び
方向性を認めながら、消防職員の団
結権については賛否の両論併記、労
働協約締結権については一定の条件
付付与、争議権については賛否の両
論併記となっている。
　自治体労働者にとって、「労働協
約締結権を付与」することは、現状
及び要求と照らし前進的報告であ
る。この間、労働基本権回復を掲
げ、民間労働組合を含め全労連に結
集し、I LOへの提訴などを行ってき
た成果である。
　しかし、多くの不充分さや問題点
があることも指摘しなければならな
い。労働基本権は三権一体のもので
あり、とりわけ労働協約締結権及び
争議権は一体となって始めてその有
効性を発揮するものである。
　そうした観点から、この報告は到
達点の一段階であって、さらに今後
の運動を強化していくことが求めら
れている。

　したがって、政府に対して、公務
員労働者の労働基本権の全面的回復
を求め、労働協約締結権の早期具体
化と、消防職員の団結権および争議
権の両論併記の問題解決を関係労働
組合参加のもとに早急に進めるよう
強く要求するものである。
 
２　そもそも公務員労働者の労働基
本権の保障は、自治体労働者の賃
金、権利、労働条件の確保の上で、
さらに住民全体の奉仕者として職務
を遂行する上で、必要不可欠、不離
一体のものであって、今日のように
制限されていること自体が極めて不
当、不正常なものである。
　報告では、一つに１で述べたとお
り消防職員の団結権及び争議権の両
論併記、労働協約締結権の一定の条
件付付与の問題点に加え、二つに
「改革に伴うコスト等に十分に留意
しつつ、慎重な決断する必要があ
る」、「少数組合等の協約締結権の制
限」など、議論の先送りや結社の自
由を侵害しかねない事柄に言及し、
三つに条件付付与の労働協約締結権
についても「５年程度の期間が必
要」と具体化の先送りをしかねない
記述となっている。
　こうした問題点について、一つ一
つ粘り強く解決し、公務員労働者の
労働基本権の回復をめざすものであ
る。

３　一定の前進面を持ちながら、い
くつもの問題点をはらんでいるの
は、公務員労働者の労働基本権の保
障に対して、専門調査会の設置根拠
が行革推進法によっていること、専
門調査会の人員構成が全労連側を排
除するという偏ったものであるこ
と、政府が全農林最高裁判決に固執
していること、さらに当事者の意見
反映を軽視した専門調査会の運営で
あることなどがあげられる。今回の
報告はそうした条件の下で行われた
ものであることを指摘しておかなけ
ればならない。
 
４　地方自治体をめぐっては、財政
危機を口実とした勧告を無視した賃
金の切り下げ、「能力・実績主義」
の給与・任用への反映、「地方行革」
の名による人員削減と非正規化、民
営化・民間委託化などが、住民に対
しては憲法25条を否定するなど権
利侵害の攻撃が凄まじい。労働基本
権の前進的付与、すなわち労働協約
締結権はその有効な反撃になるし、
具体的な運動を通じて有効に活用す
ることが求められている。
　自治労連は、すべての自治体労働
者の要求実現と団結の母体として、
公務員労働者の労働基本権の全面的
保障を求め、憲法原則に沿った民主
的公務員制度の確立をめざし、国
民・住民との共同の力でいっそう運
動をすすめることを表明するもので
ある。
  以　上
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条約勧告適用専門家委員会報告
（抜粋）

結社の自由及び団結権の保護の
　　　　条約に関する個々の報告
日本（批准：1965）
発表：2008年

（消防職員ネットワーク仮訳）
　本委員会は、日本政府の報告並び
に「国際自由労連（ICFTU、現
ITUC－国際労働組合総連合）、
2006年８月10日付」及び「日本労
働組合総連合会（ JTUC－連合） 、
2006年４月28日付」及び「日本自
治体労働組合総連合（自治労連）と
消防職員ネットワーク（FFN）の
公務員制度改革及び消防職員の団結
権など本委員会がこれまでにとりあ
げた諸問題、2007年４月13日付」
のそれぞれの意見に対する政府の回
答に注目している。委員会は、それ
に加えて、移住労働者をはじめとす
る労働者に対し、不安定な形式の雇
用及び下請契約が増大しているため
に、これらの労働者を労働組合に組
織することが困難になっていること
を伝えるITUCの2007年８月27日
付の文書、並びに、JTUC－連合の
2007年10月19日付の文書にも留意
している。本委員会は、ITUC及び
JTUC－連合がおこなった最新の意
見にたいする見解を提出するよう日
本政府に要請している。

１.消防職員の団結権の否認

　本委員会は、消防職員に団結権を
認める必要性について長期にわたり
意見を述べてきたことを想起する。

　本委員会は、政府が報告書で、
「日本の消防の業務と機能は、警察
に相応するものであり、したがっ
て、第９条の（除外）規定に該当す

I LO「条約勧告適用専門家委員会報告」

る」という従来の立場を繰り返して
いることに注目している。1997年
に創設された消防職員委員会制度
は、消防職員が参加して、自分たち
の勤務条件を決めることを認めるも
のである。制度が設立されてから８
年が経過した2004年10月15日、総
務大臣と自治労（原文は「自治労
連」となっているが、実際には「自
治労」の誤りであり、事実に即して
自治労とした：訳者）の代表が消防
職員委員会の実施に関して、次の一
定の改善を合意した。委員会の開催
時期（予算配分を受けるのに十分な
時間を保障するため、会計年度の前
半、４月から９月に開催すること）、
委員会へ意見を提出した職員に審議
結果を通知する、審議の概要及び委
員会の意見を通知する、職員に対し
て説明をおこなう「意見取りまとめ
者」制度の設置（消防組織法第14
条の５第４項［現行＝第17条第４
項：訳者注］にもとづく消防職員委
員会の組織及び運営の基準で改正）。
本委員会は、自治労連及びFFNが
意見書を提出し、このなかでFFN
の役員が所属する８つの消防本部に
ついて、上記でのべた消防職員委員
会の改正点が履行されたかを評価す
る調査を実施したところ、消防職員
の団結権に関してはなんの前進もな
いことが明らかになった、とのべて
いることに注目する。とくに、委員
会の開催が不十分である（年１回の
開催）、職員がきちんとした審議結
果を報告されていない、「意見取り
まとめ者」が適切に機能していな
い、職員が提出した意見の多くが審
議事項外であるとして却下されてい
ることなど、委員会が、その果たす
役割を制限されていることが示され
ていた。本委員会は、自治労連とＦ
ＦＮがこれまでに、消防職員委員会
は、職員が自らの意見を述べる機会
を与えているという点で一歩前進で

あるが、団結権を職員に付与するこ
ととはまったく異なるものであると
のべていること、また、団結権を付
与するための法律の改正が必要であ
る、とのべていることを想起する。
 本委員会は、日本政府の報告に注
目している。2007年３月まで、全
国のほとんどの消防本部（99.6％）
で年間5,000件近く、合計で60,000
件の意見が審議され、毎年、約40
％の意見が、採択が適切とされ、こ
のうち半分以上を消防長が実施して
いる、というものである。これらの
事例として、喫煙対策、ストレス対
策の手段としてのカウンセリングの
導入、交替制勤務中のための仮眠室
など職場環境の改善などがある。審
議された意見のほとんど80％は意
見取りまとめ者によって提出された
ものである。最近政府は、自治体当
局に通知を送り、適切な審議と連絡
世話係制度を完全に実施することを
要請した。本委員会は、情報提供と
制度が完全に実施できるよう手段を
講じていることにさらに注目する。
　本委員会は、1973年には、「消防
職員の職務は、本条約第９条でいう
労働者の範囲から除外する性質のも
のではない」、と述べたこと、また、
この範囲にある労働者に対し、日本
政府が団結権を保障するための適切
な措置をとることを希望したことを
改めて想起するものである。（第58
回国際労働総会報告Ⅲ（4A）122ペ
ージ）。したがって、本委員会は、
日本政府に対し、消防職員に団結権
を保障するためにとられた、もしく
は、とろうとする新たな立法措置に
ついて、次回の報告書に盛り込むこ
とを重ねて求めるものである。

２.公務員のストライキ権の禁止

　（略）

３.公務員制度改革

　（略）

  以上
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